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◆はじめに◆

平成１３年４月１日から「アルコール事業法（平成１２年法律第３６号）」

が施行されました。これにより、アルコールの製造、販売、輸入権を国が独占
し、価格と需要の見通しに基づく供給量を国が一元的に決めてきたアルコール

専売制度は廃止され、アルコールの製造、輸入、販売、使用について許可を受

けることにより自由に行うことができることとなりました。
アルコール事業法の下においてアルコールの販売事業を行おうとする方にお

かれましては、この「アルコール販売事業マニュアル」を御覧いただきまして、

遵法精神に則ったアルコール販売事業の遂行をお願い申し上げます。

平成２６年３月

（令和3年1月一部改訂）

中国経済産業局 産業部 産業振興課 アルコール室

〈注意〉
◆アルコール事業法の対象となるのは、アルコール分が９０度(容量)以上の

工業用アルコールです。（下図※１）
そのうち、
加算額（酒税相当額）を含まない価格で販売され、流通管理が必要な
アルコールを本マニュアルでは「アルコール」と称します。(下図※2）
加算額（酒税相当額）を含む価格で販売され、流通管理が不要な
アルコールを本マニュアルでは「特定アルコール」と称します。(下図※3)

〈酒税法の適用〉 〈ｱﾙｺｰﾙ事業法の適用※１〉 ｱﾙｺｰﾙ分が90度(容量)以上

アルコール 加算額(酒税相当額)を含まない
（※２） 流通管理が必要

酒税法上の「酒類」
（ｱﾙｺｰﾙ分１度以上の飲料等）

特定アルコール 加算額(酒税相当額)を含む
（※３） 流通管理が不要

。
1度 90度 100度
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Ⅰ．アルコール事業法の概要

１．アルコール事業法の目的

アルコール事業法は、アルコールの製造、輸入、販売権を国が独占し、価格と需要の見通しに基

づく供給量を国が一元的に決めてきたアルコール専売制度を廃止し、アルコールが広く工業用に使

用され、国民生活及び産業活動に不可欠であり、かつ、酒類と同一の特性を有していることにかん

がみ、アルコールの酒類の原料への不正な使用の防止に配慮しつつ、アルコールの製造、輸入及び

販売の事業の運営等を適正なものとすることにより、我が国のアルコール事業の健全な発展及びア

ルコールの安定的かつ円滑な供給の確保を図り、もって国民経済の健全な発展に寄与することを目

的とする法律です。

＊ 本法でいう「アルコール」とは、アルコール分（温度１５度の時に原容量百分中に含有するエ

チルアルコールの容量）が９０度以上のアルコールをいいます。

２．アルコール事業法に基づく新制度の概要

平成１３年４月１日をもってアルコール専売制度を廃止するとともに、アルコールの製造、輸入、

販売、使用につきましては、アルコール事業法に基づく新制度に移行いたしました。

（１）酒類原料への不正使用防止のための流通管理（許可制の採用）

新制度におきましては、アルコール専売法下と同様にアルコールが酒類の原料に不正に使用さ

れることを防止しつつ工業用に確実に供給されることを確保するため、事業者等に対する許可制

を採用し、アルコールの製造、輸入、販売、使用について、許可を受けることにより一定の条件

の下に自由に行うことができることといたしました。

また、許可制度の導入にあわせて、事業者からの定期的な報告による事後チェック等によりア

ルコールの適正な流通体系を構築することといたしました。

（２）製造事業者及び輸入事業者による特定アルコールの販売

工業用であっても、事業者が新商品の開発等に使用する場合などその内容を明らかにしたくな

い場合や一単位あたりの使用数量がはっきりしない場合などに使用されるアルコールは、上記

（１）の流通管理になじまないため、こういったケースに使用されるアルコールについては、特

定アルコールをお使いいただくことになります。

これは、専売法下において一般価格（専売法第１９条に基づく価格）で国により供給されてい

たアルコールと同様のものです。

特定アルコールは、平成１８年３月３１日までＮＥＤＯ（独立行政法人新エネルギー・産業技

術総合開発機構）が販売してきましたが、平成１８年４月１日以降、製造事業者及び輸入事業者

が加算額（アルコールが酒類の原料に不正に使用されることを防止するために必要な額として経

済産業省令で定めるところにより計算した額）を含む価格で譲渡することができることとなりま

した。

なお、この特定アルコールは、製造事業者及び輸入事業者が特定アルコールとして譲渡した後

は、自由に販売、使用することが可能となっており、許可を受けて行う必要もありません。

（３）緊急時におけるアルコールの安定供給確保のための措置

アルコールが幅広い分野に使用される基礎物質としての重要性にかんがみ、工場事故や自然災

害等によりアルコールの供給が大幅に不足すると見込まれるとき、経済産業大臣は製造事業者、

輸入事業者に対し、アルコールの製造・輸入予定数量の増加を図る等の措置をとるべきことを勧

告し、緊急時におけるアルコールの安定供給の確保を図ることとしております。
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（４）経過措置（激変緩和のための措置）の終了

平成１３年４月１日のアルコール専売制度の廃止及び新制度への移行に際し、遠隔地のユーザーや

中小零細ユーザーを中心とした流通面、価格面での悪影響に対する配慮から、平成１８年３月３１日

までの間、アルコールの販売に関し、製造事業者又は輸入事業者の製造又は輸入したアルコールは、

原則として一度ＮＥＤＯを経由しなければならないこととなっておりましたが、平成１８年４月１日

以降、製造事業者及び輸入事業者は、製造又は輸入したアルコールをＮＥＤＯを経由せずに自由な価

格で販売することができることとなりました。
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Ⅱ．アルコールの販売事業を行おうとする場合の手続

１．許可申請の手続（法第21条）
アルコールの販売事業を行おうとする者は、次のとおり許可を受ける必要があります。

許可申請書を経済産業局が受理して内容審査を経て、許可されるまで標準処理期間として原

則３週間を要しますので、許可申請を行う場合は、相当期間を考慮して手続きをし
てください。

◇ 申請書： アルコール販売事業許可申請書（省令様式第２９）→ 様式はｐ５３･５４
◇ 添付書類：

①アルコール貯蔵設備の構造図
②アルコールの受払に使用する計測機器に関する書類（機器の名称・形式・基数の一覧表）

③アルコールの移送配管内の容積計算書
④営業所・貯蔵所の全体平面図（アルコールの貯蔵設備・移送配管・受払設備・受払に使用する計測

機器・法定帳簿保管場所（事務所）を明示したもの）

⑤所要資金の額及び調達方法を記載した書類
⑥申請者が欠格事項に該当しないことの誓約書
⑦住民票（申請者が個人である場合）
⑧定款又は寄付行為（申請者が法人である場合）
⑨登記事項証明書（申請者が法人である場合）（履歴事項全部証明書）
⑩直近年度の財産目録、貸借対照表及び損益計算書（申請者が法人である場合）

◇ 申請書類の提出先： 申請者の主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局長
法第２３条は販売事業の許可申請が次のいずれにも適合していると認められるときでなけれ

ば、許可をしてはならないとされています。
１．その事業を的確に遂行するに足りる経理的基礎を有すること。
２．アルコールの数量の管理のための措置が省令で定める基準に適合するものであること。
３．その他のアルコールの適正な流通の確保に支障を及ぼすおそれがないこと。

許可申請書等の記載事例
次頁以降の例を参考に記載してください。

２．登録免許税の納付
平成１８年４月１日以降、販売事業者の許可を新規に取得する場合には登録免許税（９万円）が

かかります。但し、既に許可事業者である者が、新たな営業所又は貯蔵所を追加申請する場合は
不要です。

◆登録免許税の納付手順◆
１．事業者から局へ「販売事業許可申請書」の提出。
２．局で審査後、許可となった場合、

局から事業者へ「許可書」と併せて「①国庫金納付用書類」、「②登録免許税納付届用紙」
を送付します。

３．「①国庫金納付用書類」を日本銀行又はその代理店等（郵便局含む）に持って行き、現金を
納付してください。

４．納付の際、「領収証書」を忘れずもらってください。
５．「領収証書（正本）」を、「②登録免許税納付届用紙」の裏面に貼付の上、経済産業局まで

返送して下さい。（提出期限：許可日から１ヶ月以内）

～納付フロー図～

5.登録免許税納付届 許可申請者
(領収証書を裏面に貼付) 4.領収証書
提出期限：許可日から１ヶ月

1.許可申請
2.①国庫金納付用書類 3.登録免許税
②登録免許税納付届用紙 の納付

経済産業局 日本銀行等
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◆アルコール販売事業許可申請書の記載例◆

様式第29（第24条第１項関係）
（第１面）

２０１４年 ６月 ６日
中国経済産業局長 殿

（郵便番号 731-8531 ）
申請者 住所 広島県広島市中区上八丁堀６番３０号

電話番号 082（224）5681
商号、名称又は氏名

経済販売株式会社
法人の代表者の住所及び氏名

広島県広島市西区○○町△-□
代表取締役社長 経済 花子

法定代理人の住所及び氏名、
商号又は名称

アルコール販売事業許可申請書

アルコール事業法第21条第１項に規定するアルコール販売事業の許可を受けたいので、同条第２項
の規定により、次のとおり申請します。

主たる事務所の所在地 広島県広島市中区上八丁堀６番３０号

営業所の名称及び所在地

貯 名 称 及 び 所 在 地 第２面に記載

蔵 貯 蔵 設 備 の 能 力

所 貯 蔵 設 備 の 構 造

事業開始の予定年月日 ２０１４年７月１日

現に営んでいる他の事業 石油卸売業

備考 １ 貯蔵所が２以上ある場合には、第１面に掲げる事項を第２面に記載すること。記載しき
れないときは、この様式の第２面の例により作成した書面に記載して添付すること。

２ 貯蔵設備の能力は、アルコールの貯蔵可能な容量の総計を記載する。
３ 貯蔵設備の構造は、別表の上欄に掲げる設備の種類に応じて、同表の中欄に掲げる事項

を記載する。
４ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

代表者の自宅住所

所轄地区の局名
（中国、関東等）

日本標準産業分類の
４桁分類で記載

「営業所」とは、アルコールの販売に係る契約・取引の指
示等のみを行う事業場をいいます。

「貯蔵所」とは、アルコールの保管のための貯蔵設備、施設
等を有する事業場であって、アルコールを販売、流通する等
アルコールを直接取り扱う事業場をいいます。（ｽﾎﾟｯﾄ的に
でもｱﾙｺｰﾙが移入・移出される事業場は貯蔵所となります。)
例えば、申請者において名称が、「○○支店、○○営業所」
である場合でも「貯蔵所」の要件であれば当該項目に記載す
ることになります。

ｱﾙｺｰﾙの販売の取扱い
を開始しようとする日
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（第２面）

本社
営業所の名称及び所在地

広島県広島市中区上八丁堀６番３０号

営業所の名称及び所在地

営業所の名称及び所在地

広島支店
貯 名 称 及 び 所 在 地

広島県広島市××区◎◎町１１

蔵 貯 蔵 設 備 の 能 力 ２５０ｋＬ

アルコール貯槽 １００ｋＬ×２基
所 貯 蔵 設 備 の 構 造

アルコール倉庫 ５０ｋＬ

静岡貯蔵所
貯 名 称 及 び 所 在 地

静岡県静岡市☆☆町★ー◎

蔵 貯 蔵 設 備 の 能 力 ５００ｋＬ

アルコール貯槽 １００ｋＬ×４基
所 貯 蔵 設 備 の 構 造

アルコール倉庫 １００ｋＬ

新潟貯蔵所
貯 名 称 及 び 所 在 地

新潟県新潟市◇◇ー◆

蔵 貯 蔵 設 備 の 能 力 １６０ｋＬ

アルコール貯槽 １３０ｋＬ×１基
所 貯 蔵 設 備 の 構 造

アルコール倉庫 ３０ｋＬ

アルコールの貯蔵可能
な容量の総計

アルコール貯槽、危険物倉庫のごとに容量
及び基数を記載してください。この際、危
険物倉庫の容量は消防当局に提出済みのア
ルコール蔵置容量を記載してください。な
お、アルコール貯蔵設備が複数である場合
等で記載しきれない場合には、「貯蔵設備
の容量及び基数一覧のとおり。」等と記載
し、別葉としても差し支えありません。
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◆申請書の添付書類の記載例◆

①アルコール貯蔵設備に係る構造図

アルコール貯槽 又は アルコールを貯蔵するための危険物倉庫がある場合には、構造図の提出

が必要です。なお、既に消防当局に提出済みの構造図がある場合には、そのコピーで差し支えあ

りません。

②アルコールの受払に使用する計測機器の名称、形式及び基数を示す書類

アルコールの受払のための設備 又は アルコール貯槽に設ける計測機器の名称、形式及び基数

を記載してください。アルコールの受払のための設備又はアルコール貯槽には、アルコールの数

量を計測するための流量計 又は はかり（アルコール貯槽の場合は液面計その他の計測器）を設

けることを規定しています。

（記載例）

（別添）

広島支店

計測機器の名称、形式及び基数一覧

連番 計測機器の名称 形 式 数 量

（Ａタンク）

１ アルコール貯槽受入流量計 型式Ｃ３２４－２３２５ １

２ アルコール貯槽払出流量計 型式Ｃ３２４－２３５５ １

（充填場）

アルコール充填設備流量計 型式Ｃ３２４－２４００ １

③アルコールの移送配管内の容積計算書

アルコール受入設備からアルコール貯槽若しくはアルコール倉庫へのアルコール移送、又はア

ルコール貯槽若しくはアルコール倉庫からアルコール払出設備へのアルコール移送等、貯蔵所内

のアルコールの移送を配管を利用して行う場合には、当該配管内の容積を計算した書類が必要と

なりますので、以下の計算式により計算した書類を提出してください。（配管内径が異なる配管

を複数利用するときは配管内径ごとに計算した書面としてください。なお、既に消防当局に提出

済みのものがある場合には、そのコピーで差し支えありません。）

計算式 ＝ 配管内径の半径の２乗 × ３．１４ × 長さ

（記載例）使用する配管が、配管内径40mmの配管を30ｍ、配管内径30mmの配管を20ｍである場合

（リットル換算）

配管内径40㎜ ；20mm×20mm× 3.14 × 30,000mm ÷ 1,000,000 ＝ 37.7ℓ

配管内径30㎜ ；15mm×15mm× 3.14 × 20,000mm ÷ 1,000,000 ＝ 14.1ℓ 合計 51.8ℓ

④営業所・貯蔵所の全体平面図

具体的には、アルコールの貯蔵設備、移送配管及び受払設備（受払の際の計測機器も含む。）、

法定帳簿保管場所（事務所等）の位置を明示した事業場全体の平面図のことです。なお、既に消

防当局に提出済みの書類がある場合には、そのコピーでも差し支えありません。

（記載例）次頁に記載



- 8 -

(記載例)貯蔵所ごとの図面及び貯蔵設備その他の設備配置図イメージ（手書きでも結構です。）

広島支店 平面図 （○○貯蔵所）

受入設備 流量計

入口 Ａタンク

流量計 100,000Ｌ

事務所

流量計

Ｂタンク

流量計 払出

品質管理室 流量計 100,000Ｌ

設備

入 口
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⑤所要資金の額及び調達方法を記載した書類

（アルコール販売事業を事業として継続的に行えるかどうか、また、販売事業者としての規模等を

把握する書類として求めるものです。）

(1)申請時において、卸売を業として営んでいる場合で

アルコールの販売の事業を行うにあたり

貯蔵設備等の新設又これらの補修（用途替）を行わずに事業として実施しようとする場合は、

以下の旨を記載した書類でも結構です。

「アルコールの購入資金及び販売業務に必要となる人件費等の費用は弊社売上○○円の一部を

充当する予定。」

(2)貯蔵設備等の新設又は既存設備の補修等を行い、アルコールの販売を始める場合は、

これら設備等の新設費用等を記載した書類を提出してください。

＜書類例＞書式等は問いません。事業計画書 又は それと同様な書類でも結構です。

所要資金の額及び調達方法

（単位：百万円）

区 分 所要額 調 達 方 法 備 考

設 備 費 売上資金（一部 タンクの新設他設備投資費用

借入）

アルコール購入費 〃 年間１００ｋＬ購入・販売

原 材 料 費 〃 配送用ドラム缶等の購入費用

人 件 費 売上資金 アルコール販売従事者の人件費（事務系）

そ の 他 売上資金 車両のリース、運送委託等費用

計

⑥申請者が欠格事項に該当しないことを誓約する書面

（記載例）次頁に記載

※様式を本マニュアルｐ７０に掲載しておりますのでご利用ください。

⑦その他、必要となる書類

(1)申請者が個人の場合 →住民票（申請時３ヵ月以内に発行のもの）

(2)申請者が法人の場合 →ⅰ定款 又は 寄付行為（申請時の直近のもの）

ⅱ登記事項証明書（履歴事項全部証明書）申請時３ヵ月以内に発行のもの

ⅲ直近年度の財産目録、貸借対照表及び損益計算書

※住民票、戸籍謄本、登記事項証明書等は申請書記載事項の内容を裏付け

るものであること。



- 10 -

（記載例）

誓 約 書

平成××年××月××日

中国経済産業局長 殿

申請者（注３）

氏名又は名称 ××株式会社

代表者の住所及び氏名

住所 ××都××区××丁目××

代表取締役社長 ×× ××

業務を執行する役員の住所及び氏名

住所 ××都××区××丁目××

××取締役 ×× ××

業務を執行する役員の住所及び氏名

住所 ○○県○○市○○町○○

○○取締役 ○○ ○○

当社（注２）は、アルコール事業法第２５条において準用するアルコール事業法第５条各号に該

当しないものであることを誓約します。

注１．法人（会社）の場合の誓約書記載例は上記のとおり。

２．個人の場合の誓約書は文面の一部を次のように置き換えてください。 当社は → 私は

３．申請者が未成年者である場合は、その法定代理人の氏名又は名称、住所を追加してください。

４．「業務を執行する役員」とは、株式会社の取締役、合名会社、合資会社の業務執行役員、公益

法人の理事、組合の理事のうち、アルコールの販売の業務を担当する役員をいう。アルコールを

販売する業務以外の業務を行う法人で、その取締役の担当分野がアルコールを販売する業務とは

全く関係のない者は、ここでいう「業務を執行する役員」には該当しません。また、住所は役員

の自宅住所を記入してください。

５．業務を執行する役員が複数名存在する場合は、誓約書にその全員について記載する必要があり

ます（代表者以外の担当役員はいない場合は、記入の必要はありません）。
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《登録免許税について》 アルコール販売事業に係るもの

１．登録免許税とは
法人又は個人が登記、登録、特許、免許、許可、指定及び技能証明を受

けることにより享受する利益に着目して課される租税。
（届出は対象外）

２．アルコール事業法の許可に係る登録免許税の額（１件当たり）

（単位：円） 製 造 輸 入 販 売 使 用

事業の許可 150,000 150,000 90,000 15,000

変更の許可 ※15,000

３．課税対象
①平成１８年４月１日以降に「新規にアルコール販売事業許可を受ける
場合」

②アルコール事業法第２５条で準用される同法第１１条の規定に基づき、
販売事業者がその事業を廃止する届出を行い、許可の効力を失った後、
改めてアルコール販売事業許可を受ける場合

４．納付方法
①許可書と同時に、経済産業局から「(1)国庫金納付用書類」と「(2)登
録免許税納付届」が郵送されます。

②許可事業者は、「(1)国庫金納付用書類」を日本銀行又はその代理店等
（郵便局を含む）に持参し現金を納付します。納付した際に、日本銀
行等から「領収証書」を忘れずに受け取ってください。

③「領収証書（正本）」を、「(2)登録免許税納付届」の裏面に貼付の上、
経済産業局あて返送してください。

（提出期限：許可日から１ヶ月以内）

５．その他
①平成１８年３月３１日までに、既に取得している許可については、対
象外です。

②国、国立大学法人、地方公共団体、独立行政法人 等（登録免許税法第
４条関係別表第２に掲げる者）は対象外です。

③本法における許可に係る登録免許税は現金による納付に限ります（収
入印紙による納付は不可）。
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《自由化後の品質について》

１．自由化後の品質について
これまでは、NEDOによる一手購入・販売制度によって、NEDOアルコール

規格のアルコールが流通していましたが、自由化後(平成１８年４月以降）
は、製造事業者又は輸入事業者は、自由な品質のアルコールを販売するこ
とができるようになりました。

２．自由化後の品質確保について
NEDOアルコール規格を継承する団体規格として、一般社団法人アルコー

ル協会規格JAAS001:2006「エタノール」が制定されました。同規格は、自
由化後の品質基準となる「ものさし」として、アルコール購入の際の参考
とすることができます。以下に規格から抜粋した数値表を掲載しています。
（2012年版改正）
（詳細はhttp://www.alcohol.jp/を参照してください。）

事業者におかれては、当該品質基準のアルコールを購入する、アルコー
ルの分析書を求めて当該品質基準と比較することでアルコールの品質を確
認することができます。

アルコールの品質（一般社団法人アルコール協会規格JAAS001：2012「エタノール」より抜粋）

（注）1,4-ジオキサンについては、ガスクロマトグラフ質量分析計で分析、確認する。

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。
規格書JAAS001「エタノール」の無償ダウンロードページ
http://www.alcohol.jp/download/jaas001.html

試験項目 表示法
発酵アルコール 合成アルコール

99度1級 95度特級 95度1級 99度 95度

性　　　状
合格または

不合格

無色透明で浮
遊物等を含ま
ず、異臭を有
しない

無色透明で浮
遊物等を含ま
ず、異臭を有
しない

無色透明で浮
遊物等を含ま
ず、異臭を有
しない

無色透明で浮
遊物等を含ま
ず、異臭を有
しない

無色透明で浮
遊物等を含ま
ず、異臭を有
しない

エタノール分

（エチルアルコール分）
容量％ 99.5以上 95.0以上 95.0以上 99.5以上 95.0以上

蒸発残分 mg/100ml 1.0以下 0.5以下 1.0以下 1.0以下 1.0以下

有機不純物

①メタノール

（メチルアルコール）  
  mg/L  （⑧に合算） 30以下 70以下 （⑧に合算） 20以下

②1-プロパノール

（n-プロピルアルコール）
  mg/L  （⑧に合算） （⑧に合算） 60以下 （⑧に合算） （⑧に合算）

③2-プロパノール

（イソプロピルアルコール）
  mg/L  40以下 30以下 40以下 70以下 70以下

④1-ブタノール

（n-ブチルアルコール） 
  mg/L  （⑧に合算） （⑧に合算） （⑧に合算） 50以下 50以下

⑤アセトアルデヒド    mg/L  5以下 3以下 5以下 7以下 7以下

⑥シクロヘキサン     mg/L  1以下 － － － －

⑦n-ペンタン      mg/L  － － － 1以下 －

⑧規格値を定めた物質以外の

有機不純物
mg/L

③、⑤及び⑥
以外の物質の
合計として

①、③及び⑤
以外の物質の
合計として

①、②、③及
び⑤以外の物
質の合計とし
て

③、④、⑤及
び⑦以外の物
質の合計とし
て

①、③、④及
び⑤以外の物
質の合計とし
て

20以下 10以下 20以下 20以下 20以下

過マンガン酸還元性物質
合格または

不合格
－

８分後に標準
色より褪色し
ていない

－

重金属 検出の有無 検出しない 検出しない 検出しない 検出しない 検出しない

塩化物 検出の有無 検出しない 検出しない 検出しない 検出しない 検出しない

硫酸塩 検出の有無 検出しない 検出しない 検出しない － －
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Ⅲ．『アルコール販売事業許可事項変更許可申請書』の記載方法について

注１．この変更許可申請書は、アルコールの貯蔵設備の能力を変更しようとする場合に必要となります。

２．提出は、事前に主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局長あて提出してください。

１．【変更事項】

貯蔵設備の別に変更内容を記載してください。

記載例

タンクの更新による貯蔵能力の増加 「更新による能力増」

タンク新設による能力の増加 「新設による能力増」

タンク取壊しによる能力の減少 「取壊しによる能力減」

２．【営業所又は貯蔵所の名称及び所在地】

①貯蔵能力の変更による事業所は、貯蔵所での変更となりますので当該貯蔵所の名称及び所在地を

記載することになります。なお、事業場整理番号を記載した場合には、所在地の記載を省略して

も差し支えありません。

②当該変更にかかる貯蔵所が複数ある場合には、その全ての貯蔵所を記載してください。

※事業所整理番号：アルコール販売事業許可書に記載された営業所又は貯蔵所ごとの整理番号の

ことを指します。

３．【変更前】及び【変更後】

①変更前：変更する当該貯蔵所の申請現時点の能力を記載してください。

②変更後：変更する当該貯蔵所の変更予定能力を記載してください。

③変更する貯蔵所が複数ある場合には、その貯蔵所ごとに記載することとします。

４．【変更予定年月日】

設備等を変更し、実際に使用を開始しようとする年月日、または、新設、更新等の場合は、工事の

完成予定年月日を記載してください。

変更する貯蔵所が複数ある場合には、最も早い日付で記載してください。

５．【変更の理由】

変更することになった理由について、簡潔に記載してください。

タンクの老朽化によるため。

販売取扱い量の増大によるタンクの増設。等々。

６．【添付書類】

許可事項の変更に伴って、既に提出済みの申請書添付書類等に変更があるときは、当該変更するも

のの又は変更後のものの添付書類の添付が必要となります。

＜新設に能力増の場合 例＞

別表の上欄に掲げる設備の種類に応じて同表の下欄に掲げる書類

１．新設する貯蔵の構造図

２．計測機器の名称、形式及び基数を示す書類

３．アルコール移送配管の配管内の容積を計算した書類。

４．貯蔵所の図面及び貯蔵設備その他の設備配置図
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Ⅳ．『アルコール販売事業許可事項変更届出書』の記載方法について

注：１．この変更届出書は、以下に挙げる事項を変更する場合に必要となります。

①商号、名称又は氏名及び住所

②代表者の氏名及び住所（申請者が法人の場合）

③法定代理人（当該事業に対し代理権を有する者に限る）の氏名、商号又は名称及び住所（申

請者が未成年者、成年被後見人、被保佐人又は被補助人の場合）

④③の法定代理人が法人である場合の代表者の氏名及び住所

⑤主たる事務所の所在地並びに営業所又は貯蔵所の所在地

⑥事業開始の予定年月日

⑦現に営んでいる他の事業の種類

⑧貯蔵設備の変更（貯蔵設備の能力に変更がないもの）

２．提出のタイミングは、⑤及び⑥の変更の場合には事前に、その他の変更の場合には実際に変

更した後遅滞なく、主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局長あて提出してください。

１．【変更事項】

変更の内容を簡潔に記載してください。

記載例

①商号を変更する場合には、「商号の変更」

②主たる事務所の所在地を変更する場合には、「主たる事務所の所在地変更」

２．【営業所又は貯蔵所の名称及び所在地】

①営業所又は貯蔵所の名称及び所在地を記載することとなりますが、事業場整理番号を記載した場

合には所在地の記載を省略しても差し支えありません。

②営業所又は貯蔵所が複数ある場合には、当該変更を行う営業所又は貯蔵所の全てについて記載し

てください。

３．【変更前】及び【変更後】

変更する事項の変更前と変更後をそれぞれ記載してください。

４．【変更（予定）年月日】

変更した、又は変更しようとする年月日を記載してください。

５．【変更理由】

変更することとなった理由について、簡潔に記載してください。

６．【添付書類】

①商号、名称又は氏名及び住所

…届出者が個人である場合は「住民票」、法人である場合は「登記事項証明書（履

歴事項全部証明書）」

②代表者の氏名及び住所（法人の場合のみ必要。）

…「登記事項証明書（履歴事項全部証明書）」

③法定代理人（当該事業に対し代理権を有する者に限る）の氏名、商号又は名称及び住所

…法定代理人が個人である場合に当該法定代理人の「住民票」

④③の法定代理人が法人である場合の代表者の氏名及び住所
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…法人である法定代理人の代表者の「住民票」

⑤貯蔵設備の変更（貯蔵能力に変更がないもの）及び計測機器、移送配管の変更

…貯蔵設備の構造図（変更後のもの）、計測機器の名称、形式及び基数を示す書類

（変更後のもの）、配管内の容積を計算した書面（変更後のもの）。

※住民票、登記事項証明書（履歴事項全部証明書）等は、３ヵ月以内に発行されたものであること。

また、届出書の記載事項の内容を裏付けるものであること。
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参考１

販売事業者の手続き一覧表

アルコール事業法の下で販売事業者となったものが行うべき諸手続きに必要となる書類、タイミング、

提出先は以下のとおりです。なお、経済産業局長から許可に際して付された個々の条件にかかる手続き

についてはこの限りでありません。

事項 必要な事項 タイミング 提出先

〈アルコールの販売事業〉 アルコール販売事業許可申請書

※添付書類

　・貯蔵設備の構造図（図面）

　・計測機器の名称等の書類

　・移送配管内の容積計算書

　・事業場全体の平面図

　・誓約書

　・住民票（個人の場合）

　・定款又は寄付行為及び登記事項証明

書並びに直近年度の財産目録、貸借

対照表及び損益計算書（法人の場

合）

　・所要資金の額及び調達方法を記載し

た書面

登録免許税納付届

※添付書類

　・９万円の領収証書を裏面に貼付

事前の申請

許可の日から

１ヶ月以内

主事務所の経済

産業局長

〃

〈許可事項の変更〉

○貯蔵能力の変更 アルコール販売事業許可事項変更許可申

請書

※添付書類

　・変更に係る

　　　貯蔵設備の構造図（図面）

　　　計測機器の名称等の書類

　　　移送配管内の容積計算書

　　　事業場全体の平面図

事前の申請 主事務所の経済

産業局長

○商号、名称又は氏名及び住所の

変更

アルコール販売事業許可事項変更届出書

※添付書類

　・住民票（個人の場合）

　・登記事項証明書（法人の場合）

事後遅滞なく 〃

○代表者の氏名及び住所の変更 アルコール販売事業許可事項変更届出書

※添付書類

　・住民票（個人の場合）

　・登記事項証明書（法人の場合）

〃 〃

○法定代理人の氏名、商号又は名

称及び住所の変更

アルコール販売事業許可事項変更届出書

※添付書類　　住民票

〃 〃

○法定代理人が法人である場合の

代表者の氏名及び住所の変更

アルコール販売事業許可事項変更届出書

※添付書類　　住民票

〃 〃

○主たる事務所の所在地並びに営

業所及び貯蔵所の所在地

アルコール販売事業許可事項変更届出書 事前の届出 〃

○事業開始の予定年月日 アルコール販売事業許可事項変更届出書 〃 〃

○現に営んでいる他の事業の種類 アルコール販売事業許可事項変更届出書 事後遅滞なく 〃
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注：提出先欄について

○「主事務所の経済産業局長」とは、申請者（届出者）の主たる事務所の所在地を管轄する経済産業

局長のことです。

○「当該貯蔵所の経済産業局長」とは、申請者（届出者）の該当貯蔵所の所在地を管轄する経済産業

局長のことです。

事項 必要な事項 タイミング 提出先

○設備の構造の変更（貯蔵能力の

変更を伴わないもの）

アルコール販売事業許可事項変更届出書

※添付書類

　・貯蔵設備の構造図

〃 〃

○計測機器及び移送配管の変更 アルコール販売事業許可事項変更届出書

※添付書類

　・計測機器の名称等の書類

　・移送配管内の容積計算書

事後遅滞なく 主事務所の経済

産業局長

〈定期の報告〉 アルコール販売業務報告書

※添付書類

　・アルコール譲受け一覧表

　・アルコール譲渡一覧表

毎年、５月末

日まで

主事務所の経済

産業局長

〈亡失・盗難の報告〉 亡失（盗難）報告書 事後直ちに 当該貯蔵所の経

済産業局長

〈廃棄の届出〉 アルコール廃棄処分届出書 事前の届出 〃

〈必要な行為の継続の申請〉 アルコール譲渡継続申請書

※添付書類

　・戸籍謄本（相続人が欠格条項に該当

した場合のみ）

事前の申請 主事務所の経済

産業局長

〈事業の継続の届出〉 アルコール販売事業承継届出書

※添付書類

○事業の全部譲渡により継続した場合

　・アルコール販売事業譲渡証明書

　・誓約書

○相続により承継した場合

（イ）２人以上の相続人の全員の同意に

より選定された者である場合

　・アルコール販売事業者選定証明書

　・戸籍謄本

　・誓約書

（ロ）イ以外の相続人である場合

　・アルコール販売事業者相続証明書

　・戸籍謄本

　・誓約書

○合併により承継した法人である場合

　・法人の登記事項証明書

　・誓約書

○分割により事業の全部を承継した法人

である場合

　・法人の登記事項証明書

　・誓約書

事後遅滞なく 主事務所の経済

産業局長

〈廃止の報告〉 アルコール販売事業廃止届出書

※添付書類

・廃止の日までにおける「アルコール販

売業務報告書」

・廃止の日までにおける「アルコール譲

受け一覧表」

・廃止の日までにおける「アルコール譲

渡一覧表」

廃止後遅滞な

く

主事務所の経済

産業局長
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Ⅴ．アルコールの販売にあたって注意すべき事項等

１．許可の条件（法第39条第1項）

許可を取得した場合は、アルコール販売事業許可書に付された条件を確認し、遵守してください。

許可の条件は、具体的なケースによって異なりますが、以下にその主なものを示します。

①アルコールの廃棄の届け出
アルコールを廃棄処分しようとするときは、あらかじめ廃棄しようとする貯蔵所の所在地を管轄す

る経済産業局長にアルコール廃棄処分届出書を提出すること。また、廃棄については経済産業局の職

員の立ち会いの下で行うこと。

②特定アルコールとの区分蔵置
特定アルコールを所持するときは、アルコールとは別に蔵置すること。ただし、法第２５条及び第

３０条において準用する法第９条第１項の規定に準じて当該特定アルコールの数量の管理を行うとき

は、この限りでない。

③輸出の取り扱い
アルコールを輸出したときは、当該輸出に関する書類を輸出した日から５年間保存すること。

２．アルコールの譲渡（法第22条第1項、第2項）

販売事業者は、製造事業者、販売事業者、許可使用者及び承認試験研究製造者以外の者にアル

コールを譲渡（販売・無償払出）することは出来ません。

譲渡先が許可事業者であるか否かを必ず確認してください。
（確認の具体的な方法は、経済産業省ホームページ http://www.meti.go.jp/policy/alcohol/i

ndex.html 「事業者名簿」を御覧ください。）

（注）特定アルコールとアルコールの両方を取り扱う場合等において、アルコールを流用して、特定

アルコールとして譲渡した場合には、アルコールの横流しとみなされ、納付金や罰則を受けること

がありますので、御注意ください。

３．アルコールの希釈の制限（法第35条、省令第40条）

販売事業者は、以下の場合を除き、アルコールを薄めてアルコール分を９０度未満にすることはで

きません。

①アルコールの品質を検査するために薄める場合
②アルコールを廃棄するために薄める場合

４．納付金制度（法第36条）

アルコール市場の流通秩序の維持・確保を図る観点から、以下の場合には、罰則に加え、納付金の

支払いが命じられますので御注意ください。

納付金として徴収する額については、社会的公正の確保、違反行為の抑止の実効性確保の観点から、

特定アルコールの価格の中に上乗せされる「加算額」に当該譲渡又は使用した数量を乗じて得た額に

相当する額とされています。

①販売事業者が、製造事業者・他の販売事業者・許可使用者・承認試験研究製造者以外の者に

アルコールを譲渡（販売・無償払出）した場合

②販売事業者が、許可を得ずにアルコールを使用した場合
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５．立入検査（法第40条）

アルコール市場の流通秩序の維持・確保を図る観点から、経済産業省担当職員が、許可された工業

用アルコールの製造・輸入・販売・使用（承認試験研究製造､承認輸入含む）に関して必要な限度に

おいて、その許可された事業所、事業場、営業所、貯蔵所等に立入り、

・アルコール、酒母、もろみ等の原材料及び使用設備、機械器具等ならびに関係帳簿、帳票類その

他の検査・確認

・関係者に対する聴取、質疑応答 のほか

・分析のために必要量のアルコール、アルコール使用製品、その他必要な試料の収去（を行う場合

があります）。

なお、立入検査における主な検査内容は以下のとおりです。

(1)書類審査（法定帳簿、業務報告書等の内容確認、貯蔵管理、製品製造等関係書類との突合 等）

(2)保管状況調査（アルコールの保管場所、保管状況、貯蔵・在庫数量の確認 等）

(3)その他（事業概況、業況、アルコール流通管理・販売状況等に係るヒアリング 等）

また、立入検査に際し準備すべき書類、帳簿等は以下のとおりです。これらについては、求められた

らすぐに提出できるよう、日頃から整理しておいてください。

(1)法定帳簿（アルコール受払簿）

※法定帳簿は５年間保存する義務がありますが、検査時は前回立入検査～今回検査日時点までの法定帳簿を

ご用意いただければ結構です。

(2)アルコール購入･販売に関する会計関係書類(納品伝票､請求書､仕入元帳､得意先元帳 等)

(3)アルコール販売事業マニュアル（本冊子）

(4)アルコール販売事業許可申請書(写)及び許可書(変更･届出書･添付書類を含む。)

立入検査において法違反行為が判明した場合は、原則として罰則を適用することがありますのでご注

意ください。

６．法令等に違反した場合の罰則等

アルコール事業法令、規則又は許可に際して付した条件等に違反した場合及び指摘事項に対して改

善の見込みが認められない等の場合は、

・業務改善命令

・許可の取消し

・罰則（懲役若しくは罰金又はこれらの併科）

に処せられる場合があります。
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Ⅵ．許可後に必要な手続

１．法定帳簿の記帳義務（法第25条で準用する第9条第1項、省令第28条）

許可を受けてアルコールの販売を行う者は、以下に掲げる内容の法定帳簿の記帳等が義務づ
けられています。
(1)主たる事務所（営業所又は貯蔵所を兼ねる場合）、営業所又は貯蔵所ごとに記帳し、保管。
(2)アルコールの度数ごと及び発酵・合成の種別ごとに別葉に記載。
(3)記載の日から５年間保存
(4)記載すべき事項は、以下のとおりです。

○売買（取引）に伴うアルコールの受入・払出（搬入・搬出）に関すること。
○自社内貯蔵所間の回送に伴うアルコールの移入・移出（搬入・搬出）に関すること。
○アルコールの欠減、亡失、盗難等に関すること。
○アルコールの在庫に関すること。

・帳簿の様式等は特に定めがないので、記帳すべき事項が充足されていれば、自社の既存の帳
簿等を活用していただいて結構です。
また、帳簿は２つに分割されて記帳されるような場合も特段差し支えありません。

・当局が作成した様式（ｐ５５）を参考にしてください。

なお、法定帳簿の作成に当たっては、「法定帳簿と業務報告書の関係図（ｐ２１）」及び「記載
にあたっての注意点（ｐ２２～２３）」「記載例（ｐ２４）」をご覧ください。

２．定期の業務報告義務（法第25条で準用する第9条第2項、省令第29条）

許可を受けてアルコールの販売事業を行う者は、毎年１回、５月末日までに、販売事業者と
しての４月１日から３月３１日まで１年間の業務内容（前年度におけるアルコールの譲受け数
量、譲渡数量等）を記載した以下に掲げる内容の業務報告書を、経済産業局長に提出すること
が義務づけられています。

◇報 告 書： アルコール販売業務報告書（省令様式第３２）→ 様式はｐ５６～５７
◇添付書類： アルコール譲受け一覧表 （省令様式第３３）→ 様式はｐ５８

アルコール譲渡一覧表 （省令様式第３４）→ 様式はｐ５９

(1)主たる事務所（営業所又は貯蔵所を兼ねる場合）、営業所又は貯蔵所ごとに作成。
(2)アルコールの度数ごと及び発酵・合成の種別ごとに別葉に作成。
(3)上記(1)、(2)で各々作成したものを主たる事務所（本社）でとりまとめて一括提出。
(4)記載すべき事項は、以下のとおりです。

＜報告書＞
○アルコールの前年度からの繰越に関すること。
○アルコールの増加・減少に関すること。 → 記載要領、記載例は
○アルコールの翌年度への繰越に関すること。 ｐ２５～３２
＜譲受け・譲渡一覧表＞
○アルコールの譲受け・譲渡の相手方、許可番号、数量

・業務報告書（添付資料も含む）は、販売事業者としての１年間（４月１日～３月３１日）の
業務の内容を書面に取りまとめて提出するものであり、全ての販売事業者にその提出が求め
られています。このため、仮に前年度にアルコールの買い受けや売り渡しの実績がない場合
でも報告書の提出が必要です。

なお、業務報告書の作成に当たっては、「法定帳簿と業務報告書の関係図（ｐ２１）」及び
「記載にあたっての注意点（ｐ２５～２９）」「記載例（ｐ３０～３２）」をご覧ください。
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法定帳簿と業務報告書の関係図

＜法 定 帳 簿＞
増 加 要 因 減 少 要 因
受 入 払 出

購 入 に よ る 搬 入 販 売 に よ る 搬 出

無 償 受 入 無 償 払 出

自社間回送による搬入 自社間回送による搬出

その他 その他
計量誤差増、度数替 欠減、亡失、盗難、
えによる増 廃棄、収去、度数替

えによる減

＜業 務 報 告 書＞
増 減

譲 受 譲 渡

有 償 ： 購 入 有 償 ： 販 売

無償：無料受入（所有権 無償：無料払出（所有権
移転） 移転）

移 入 雑 受 移 出 雑 払

欠減 亡失

計量誤差増
盗難 廃棄

自社間回送 自社間回送
による受入 度数替え による払出

収去 度数
替え

その他増

その他減

譲受け一覧表 譲渡一覧表
☆業務報告書記載の譲受けの内訳表 ☆業務報告書記載の譲渡の内訳表
事業場別 ごとに年間の譲受実績 事業場別 ごとに年間の譲渡実績
発酵・合成別 （譲受相手先、数量） 発酵・合成別 （譲渡相手先、数量）
度数別 を記載 度数別 を記載
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◆ 法 定 帳 簿 ◆

(1)記帳にあたっての注意点（ｐ４２の参考事例(ｹｰｽｽﾀﾃﾞｨ)を参照してください。）

☆法定帳簿には、アルコールの売買・無償での搬出入・自社間回送等に関して、物流ベースでの
毎日の動きを時系列に記載

（法定帳簿・様式例）→ 様式はｐ５５

アルコール受払簿（例）
種類・度数：発酵・９５度 （ 経済販売㈱ 広島貯蔵所 ）

受 入 払 出
年月日 数量(ℓ) 相手方 数量(ℓ) 相手方 数 量 備考

年度計

①【アルコールの受入・払出に関すること】

アルコールの現物がいつ、どのように、どれだけ動いたかを記録します。
アルコールの物流に関する「年月日」、「数量」、「相手方（受入の場合は引き渡し、
払出の場合は受け取り）の＜氏名又は名称＞及び＜許可番号＞」 を記載してください。

（図１）

Ｂの受入 （物流）販売事業者Ｂのローリー （物流）販売事業者Ｂ車 （物流）販売事業者Ｃ車 Ｃの払出

Ａの払出 Bの払出 Ｄの受入

（売買契約） （売買契約） Cの受入 （売買契約）

製造事業者Ａ 販売事業者Ｂ 販売事業者Ｃ 許可使用者Ｄ

3-△-11111 2-△-22222 2-△-33333 1-△-55555

販売事業者Ｂのローリー

※図１のような物流の場合、各事業者の法定帳簿の記載は以下のとおりとなります。

払出先は、アルコール現物を払い出した「貯蔵所名」又は「営業所名」若しくは「使用施設名
(工場名等）」を、許可番号は枝番まで記入する必要があります。

【販売事業者Ｂ】
自社のローリーで製造事業者Ａから受入後、自社の車で販売事業者Ｃに払出。

（販売Ｂ 記載例）
受 入 払 出

数量(ℓ) 相手方 数量(ℓ) 相手方
製造事業者Ａ 3-△-11111 販売事業者Ｃ 2-△-33333-01

○○貯蔵所

【販売事業者Ｃ】
販売事業者Ｂ車による受入後、自社の車で許可使用者Ｄに払出。

（販売Ｃ 記載例）
受 入 払 出

数量(ℓ) 相手方 数量(ℓ) 相手方
販売事業者Ｂ 2-△-22222 許可使用者Ｄ 1-△-55555-01

□□工場

【許可使用者Ｄ】
販売事業者Ｃ車による受入。

（使用Ｄ 記載例）
受 入

相手方 搬入担当事業者 数量(ℓ)
販売事業者Ｃ 販売事業者Ｃ
2-△-33333 2-△-33333
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（図２）
Ｂの受入 （物流）販売事業者Ｂのローリー Ｂの払出

Ａの払出 Ｄの受入

（売買契約） （売買契約） （売買契約）

製造事業者Ａ 販売事業者Ｂ 販売事業者Ｃ 許可使用者Ｄ

3-△-11111 2-△-22222 2-△-33333 1-△-55555
Ｃの受入・払出は無し

販売事業者Ｂのローリー

※図２のような物流の場合、各事業者の法定帳簿の記載は以下のとおりとなります。

【販売事業者Ｂ】
アルコール現物を配達したのは販売事業者Ｂなので、許可使用者Ｄとの直接の取引はありませ
んが、払出の相手先は許可使用者Ｄの名称と許可番号を記載します。
払出先は、アルコール現物を払い出した「貯蔵所名」又は「営業所名」若しくは「使用施設名
(工場名等）」を、許可番号は枝番まで記入する必要があります。

（販売Ｂ 記載例）
受 入 払 出

数量(ℓ) 相手方 数量(ℓ) 相手方
製造事業者Ａ 3-△-11111 許可使用者Ｄ 1-△-55555-01

□□工場

【販売事業者Ｃ】
許可使用者Ｄと直接の取引はあるが、アルコール現物の物流には関わっていないので、法定帳
簿を記載する義務はありません。但し、許可使用者Ｄに対して「自社ではなく、販売事業者Ｂ
が搬入する旨の連絡（販売事業者Ｃが発行する納品書に「搬入者：販売事業者Ｂ」と記入する
等）」を行ってください。

【許可使用者Ｄ】
直接の取引先は販売事業者Ｃであるが、アルコール現物は販売事業者Ｂが搬入するため、受入
の搬入担当事業者は販売事業者Ｂの名称と許可番号を記載します。

（使用Ｄ 記載例）
受 入

相手方 搬入担当事業者 数量(ℓ)
販売事業者Ｃ 販売事業者Ｂ
2-△-33333 2-△-22222

（図３）

Ｂの受入 （物流）販売事業者Ｂのローリー （物流）販売事業者Ｂの委託運送車 Ｂの払出

Ａの払出 Ｄの受入

（売買契約） （売買契約） （売買契約）

製造事業者Ａ 販売事業者Ｂ 販売事業者Ｃ 許可使用者Ｄ

3-△-11111 2-△-22222 2-△-33333 1-△-55555
Ｃの受入・払出は無し

販売事業者Ｂのローリー

※図３のような物流の場合、各事業者の法定帳簿の記載は、図２の記載例（上記）と同様です。

②【欠減・亡失・盗難・廃棄・収去に関すること】

アルコールの欠減、亡失、盗難、廃棄又は収去があった場合、その事実に基づいて「事項」、
「年月日」、「数量」を記載してください。
次のような場合は、棚卸を行った際等に「欠減」として整理してください。

・貯蔵中の自然蒸発 ・小分け時の液だれ ・アルコールの計量誤差

また、次のような場合は、当該事項発生の際に帳簿に記載のうえ、経済産業局への報告書の提
出が必要となります（報告書提出については、別途配布の「アルコール販売事業の手引き」を
ご覧ください）。

・アルコール貯槽又は配管の破損による流出 ・ドラム缶又はタンクローリーの横転による流出
・火災等の事故によるアルコールの焼失 ・アルコールの紛失(盗難として判断しかねる場合)

③【アルコールの在庫に関すること】

上記①から②までの事項によって、アルコールの在庫に変動があった場合には、その日ごと
にアルコール在庫数量を記載してください。
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(2)法定帳簿の記帳例
注1.事業法における帳簿の様式は特に定めがないので、記載すべき事項が充足されていれば、自社の既存の帳簿（会計帳簿等）を活用して、省令に定める事項をその帳簿に付記する等の方法でも結構です。

2.この「記帳事例」は、より理解していただくために架空の取引を記載しています。したがって、記載されている事項や欠減等の数字は、特段の意味のないものとなっています。

アルコール受払簿（仮称）
種類・度数：発酵，９５度 広島貯蔵所

発酵・合成の別、度数を記載。
複数の種類・度数を取り扱う場 アルコールの増加要因｛移入（アルコール アルコールの減少要因｛移出（アルコール現物の搬出） アルコールの貯蔵所名を記載。複数の貯
合は、各々別葉に記載。 現物の搬入）等｝に関して記載。 、欠減等｝に関して記載 蔵所がある場合は、各々別葉に記載。

受 入 払 出
在庫数量

年 月 日 数量 数量 備 考
摘 要 摘 要 （リットル）

（リットル） （リットル）

前月繰越 104,000

2013. 3. 5 10,000 ○○アルコール販売㈱ 2-○-0000○ 114,000

3. 5 100,000 経済産業(株) 広島工場 1-6-99999-01 14,000

3.10 20,000 山口貯蔵所 34,000 自社貯蔵所より搬入

3.15 10,000 ○○アルコール販売㈱ 2-○-0000○ 44,000

3.20 100,000 △△△△㈱ 2-△-0000△ 144,000

3.20 10,000 (株)Ｈ製薬 出雲工場 1-6-99996-02 134,000

3.23 100,000 Ｄ薬品(株) 福山工場 1-6-99995-04 34,000

3.23 1,000 (株)Ｌ食品 倉敷工場 1-6-99994-01 33,000

3.23 10,000 (株)Ｈ製薬 鳥取工場 1-6-99996-03 23,000

3.25 50,000 △△△△㈱ 2-△-0000△ 20 その他 72,980 品質分析に使用

3.30 10,000 ○○アルコール販売㈱ 2-○-0000○ 82,980

3.31 500 欠減 82,480 タンク実尺による数量減

３月計 200,000 221,520 82,480

累 計 1,810,600 1,728,120 82,480
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◆ 業 務 報 告 書 ◆

(1)報告にあたっての注意点（ｐ４４の参考事例(ｹｰｽｽﾀﾃﾞｨ)を参照してください。）

☆業務報告書には、アルコールの売買・無償での受払・自社間回送等に関して売買ベースでの年
間取引をコード順に記載。

！注意！実績がない場合も、業務報告書・表紙に「実績なし」と記入の上、提出が必要です。

（業務報告書・表紙） → 様式はｐ５６

様式第32(第29条第１項関係) 年 月 日
中国経済産業局長 殿 （郵便番号 - ）

報告者 住所
電話番号

商号、名称又は氏名
（許可番号 - - ）

法人の代表者の住所及び氏名

ｱﾙｺｰﾙ販売業務報告書
ｱﾙｺｰﾙ事業法第25条において準用する同法第９条第２項の規定により、次のとおり報告します。

２０ 年度ｱﾙｺｰﾙ受払

（業務報告書・ｱﾙｺｰﾙ受払） → 様式はｐ５７

様式第32(第29条第１項関係)

２０ 年度ｱﾙｺｰﾙ受払
(1)貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２－ － -
(2)度数 ９ 度
(3)発酵ｱﾙｺｰﾙ又は合成ｱﾙｺｰﾙの別 （１：発酵 ２：合成）

前年度 増 減 翌年度へ
から繰 摘 要 数量 摘 要 数量(ℓ） 繰越(ℓ)
越(ℓ) ｺｰﾄﾞ (ℓ) ｺｰﾄﾞ

合 計 合 計

①【前年度からの繰越に関すること】
前年度分の報告における「前年度からの繰越」であるので、昨年の４月１日に、その前年度か

ら繰り越したアルコールの数量を記載してください。

②【アルコールの増加に関すること】
前年度におけるアルコールの増加を要因別に記載してください。具体的な要因（摘要）別の記

載事項等は以下のとおりです。

増加コード番号表
コード 摘 要 サブコード 摘 要

１ 譲 受 な し
２ 移 入 事業場整理番号（２桁）を記載
５ 雑 受 １ 計量誤差増

８ 度数替え
９ その他増

◆摘要コード１ 譲 受◆
有償・無償を問わず、アルコールを他人から受入れた場合に記載
※販売事業者たる親会社等から無償でアルコールの支給（所有権の移転を伴うもの）を受ける場合でも、

「譲受」となります。
☆記載事項：「摘要コード番号」「事項」及び「１年間に譲り受けたアルコールの数量」
例 1 譲受 １，３５０，０００
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◆摘要コード２ 移 入◆
自社の他の貯蔵所等からの移送受け入れを記載
☆記載事項：「摘要コード番号」「移入元である自社の貯蔵所等の事業場整理番号（下２桁をサブコード欄
に記入）」「事項」「移入元である自社の貯蔵所等の名称」及び「１年間に移入したアル

コールの数量
例 2 ０５ 移入(山口貯蔵所から） ４５０，０００

◆摘要コード５ 雑 受◆
譲受、移入以外でのアルコールの増加及び度数替えによる増加を記載。記載内訳は、次のと
おり

○サブコード１ 計量誤差増
計量誤差等によって帳簿在庫より実在庫の方が多い状態に至った場合に記載
☆記載事項：「摘要コード番号」「サブコード番号」「事項」及び「１年間に増加したアルコールの数量
例 5 １ 計量誤差増 １００

○サブコード８ 度数替え
当該アルコールより度数が高いアルコールからの希釈・変性等により当該度数のアルコール
数量が増加した場合に記載
☆記載事項：「摘要コード番号」「サブコード番号」「事項」「度数替え前のアルコールの度数（「○○

度から度数替え」等）」及び「度数替え後のアルコールの数量」
注：度数替えは、アルコールの度数が９０度以上の範囲内においてアルコールを希釈する行為のみに限られま

す。アルコールを９０度未満に希釈した場合は「使用」に当たり、アルコールを濃縮して度数を高くする
行為は「製造」に当たりますので、両方とも販売事業者は行うことができません。
例 5 ８ 度数替え(99度から) １０，４２０

○サブコード９ その他増
それ以外の要因によりアルコールが増加した場合に記載
☆記載事項:「摘要コード番号」「ｻﾌﾞｺｰﾄﾞ番号」「事項」「具体的要因」及び「増加したｱﾙｺｰﾙの数量」
例 5 ９ その他増（温度補正） ８０

③【アルコールの減少に関すること】
前年度におけるアルコールの減少を要因別に記載してください。具体的な要因（摘要）別の記

載事項等は以下のとおりです。
減少コード番号表

コード 摘 要 サブコード 摘 要
７ 譲 渡 １ 許可事業者

２ 輸 出
８ 移 出 事業場整理番号（２桁）を記載
９ 雑 払 １ 欠 減

２ 亡 失
３ 盗 難
４ 廃 棄
５ 収 去
８ 度数替え
９ その他

◆摘要コード７ 譲 渡◆
有償・無償問わずアルコールを他人へ引き渡した場合に記載
※無償でアルコールの支給（所有権の移転を伴うもの）を行った場合でも、「譲渡」となります。

☆記載事項：「摘要コード番号」「サブコード番号」「事項」及び「譲渡したアルコールの数量」
例 7 １ 許可事業者 １，６１７，０００
例 7 ２ 輸出 ８，７００

◆摘要コード８ 移 出◆
自社の他の貯蔵所等への移送払い出しを記載
※帳簿記載における「移出」とは異なりますので注意してください。

☆記載事項：「摘要コード番号」「移出先である自社の貯蔵所等の事業場整理番号（下２桁をサブコード
欄に記入）」「事項」「移出先である自社の貯蔵所等の名称」及び「１年間に移出したアル
コールの数量」

例 ８ 06 移出（鳥取貯蔵所） ９０，０００

◆摘要コード９ 雑 払◆
譲渡、移出以外でのアルコールの減少（欠減、亡失、盗難、廃棄、収去等）を記載。記載内訳
は、次のとおり

○サブコード１ 欠 減
蒸発、液だれ、計量誤差等によって生ずる滅失・喪失等を記載
☆記載事項：「摘要コード番号」「サブコード番号」「事項」「欠減の主要因（貯蔵欠減、作業欠減、計

量誤差等）」及び「１年間に減少したアルコールの数量」
例 9 １ 欠減(計量誤差) １，６９９
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○サブコード２ 亡 失
事故によるアルコールの流出及びアルコールの紛失（盗難として判断しかねる場合に限
る。）等を記載
☆記載事項：「摘要コード番号」「サブコード番号」「事項」「経済産業局への報告年月日」、及び「亡

失したアルコールの残量」

例 9 ２ 亡失 H18.12.23中国経済産業局報告 ５００

○サブコード３ 盗 難
アルコールの盗難の場合に記載
☆記載事項：「摘要コード番号」「サブコード番号」「事項」「経済産業局への報告年月日」及び「盗み

取られたアルコールの残量」

例 9 ３ 盗難 H18.10.12中国経済産業局報告 ２００

○サブコード４ 廃 棄
アルコールを廃棄した場合に記載
☆記載事項：「摘要コード番号」「サブコード番号」「事項」「経済産業局への届出年月日」及び「廃棄

したアルコールの残量」

例 9 ４ 廃棄 H18.8.6中国経済産業局届出 ２００

○サブコード５ 収 去
法第４０条第２項の規定に基づく立入検査において、経済産業局の職員に対し、分析を
行うために必要な資料を、収去証と引き替えとして無償で提供した場合に記載
☆記載事項：「摘要コード番号」「サブコード番号」「事項」「収去証の収去番号」及び「収去されたア

ルコールの数量」

例 9 ５ 収去(01-03-99-997) １

○サブコード８ 度数替え
当該度数のアルコールを９０度以上の範囲において希釈・変性し、度数が変わった場合（度
数替え後のアルコールは、度数替え後の度数による報告書に記載します。）に記載
☆記載事項：「摘要コード番号」「サブコード番号」「事項」「度数替え後のアルコールの度数（「○○

度へ度数替え」等）」及び「度数替えしたアルコールの数量」

例 9 ８ 度数替え(９４度)へ １０，０００

○サブコード９ その他減
☆記載事項：「摘要コード番号」「サブコード番号」「事項」「具体的要因」及び「減少したアルコール

の数量」

例 9 ９ その他減(品質分析に使用) ２０

④【翌年度へ繰越に関すること】
前年度分の報告における「翌年度へ繰越」であるので、本年３月３１日の業務終了時に４月１日
へ繰り越したアルコールの数量を記載してください。（例えば、２００６年度の報告の場合、２００７
年３月３１日の業務終了時点のアルコールの在庫数量を２００７年度へ繰り越すことになります。）

⑤【譲受け一覧表の記載事項】
業務報告書に記載した譲受の内訳を「事業場別」、「アルコールの発酵・合成の別」及び

「度数別」ごとに記載
☆記載事項：「引渡人の氏名又は名称」、「許可番号」及び「受入数量」

（業務報告書・ｱﾙｺｰﾙ譲受け一覧表） → 様式はｐ５８

様式第33(第29条第１項関係)

ｱﾙｺｰﾙ譲受け一覧表

(1)貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２－ － -
(2)度数 ９ 度
(3)発酵ｱﾙｺｰﾙ又は合成ｱﾙｺｰﾙの別 （１：発酵 ２：合成）

引渡人の氏名又は名称 許 可 番 号 受入数量（ℓ） 摘 要
- -
- -
- -

合 計
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⑥【譲渡一覧表の記載事項】
業務報告書に記載した譲渡の内訳を「事業場別」、「アルコールの発酵・合成の別」及び

「度数別」ごとに記載
☆記載事項：「受取人の氏名又は名称及び移出先の名称」、「許可番号(枝番まで)」及び「譲渡数量」

（業務報告書・ｱﾙｺｰﾙ譲渡一覧表） → 様式はｐ５９

様式第34(第29条第１項関係)

ｱﾙｺｰﾙ譲渡一覧表

(1)貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２－ － -
(2)度数 ９ 度

(3)発酵ｱﾙｺｰﾙ又は合成ｱﾙｺｰﾙの別 （１：発酵 ２：合成）

受取人の氏名又は名称 許 可 番 号 譲渡数量（ℓ） 摘 要

及び移出先の名称

- - -
- - -
- - -

合 計

（図４）

Ｂの受入 （物流）販売事業者Ｂのローリー （物流）販売事業者Ｂ車 （物流）販売事業者Ｃ車 Ｃの払出

Ａの払出 Bの払出 Ｄの受入

（売買契約） （売買契約） Cの受入 （売買契約）

製造事業者Ａ 販売事業者Ｂ 販売事業者Ｃ 許可使用者Ｄ

3-△-11111 2-△-22222 2-△-33333 1-△-55555

販売事業者Ｂのローリー

※図４のような売買取引が行われた場合、各事業者の譲受け・譲渡一覧表の記載は以下のとお
りとなります。

【販売事業者Ｂ】
アルコールを製造事業者Ａから譲受（購入）し、販売事業者Ｃに譲渡（販売）。

（販売Ｂ・譲受け一覧表 記載例） （販売Ｂ・譲渡一覧表 記載例）

引渡人の氏名又は名称 許可番号 受取人の氏名又は名称 許可番号

及び移出先の名称

製造事業者Ａ 3-△-11111 販売事業者Ｃ ○○貯蔵所 2-△-33333-01

！注意！アルコールを譲渡（販売、無料払出）した場合、「受取人の氏名又は名称及び移出先の
名称」欄へは「契約先名(許可事業者名)」ではなく「貯蔵所名」又は「営業所名」若しく
は「使用施設名（工場名等）」を記載してください。
よって、許可番号は「○-○-○○○○○-○○」の記入が必要です。

【販売事業者Ｃ】
アルコールを販売事業者Ｂから譲受（購入）し、許可使用者Ｄに譲渡（販売）。

（販売Ｃ・譲受け一覧表 記載例） （販売Ｃ・譲渡一覧表 記載例）

引渡人の氏名又は名称 許可番号 受取人の氏名又は名称 許可番号

及び移出先の名称

販売事業者Ｂ 2-△-22222 許可使用者Ｄ □□工場 1-△-55555-01

【許可使用者Ｄ】
アルコールを販売事業者Ｃから譲受（購入）。

（使用Ｄ・譲受け一覧表 記載例）

引渡人の氏名又は名称 許可番号

販売事業者Ｃ 2-△-33333
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（図５） （物流）販売事業者Ｂのローリー

（売買契約） （売買契約） （売買契約）

製造事業者Ａ 販売事業者Ｂ 販売事業者Ｃ 許可使用者Ｄ

3-△-11111 2-△-22222 2-△-33333 1-△-55555
Ｃの受入・払出は無し

販売事業者Ｂのローリー

※図５のような売買取引が行われた場合、各事業者の譲受け・譲渡一覧表の記載は以下のとお
りとなります。

【販売事業者Ｂ】
アルコールを製造事業者Ａから譲受（購入）し、販売事業者Ｃに譲渡（販売）。
販売事業者Ｂが、アルコール現物を配達したのは許可使用者Ｄですが、直接の取引先は販売事
業者Ｃであるため、譲渡先(受取人)は販売事業者Ｃとなります。

！注意！アルコールの「譲受(購入、無料受入)の相手方」､「譲渡(販売、無料払出)の相手方」
は、アルコールの流通形態・商取引形態によって法定帳簿に記載している相手とは異なる
場合もありますので、ご注意ください。

（販売Ｂ・譲受け一覧表 記載例） （販売Ｂ・譲渡一覧表 記載例）

引渡人の氏名又は名称 許可番号 受取人の氏名又は名称 許可番号

及び移出先の名称

製造事業者Ａ 3-△-11111 販売事業者Ｃ ○○貯蔵所 2-△-33333-01

【販売事業者Ｃ】
アルコールを販売事業者Ｂから譲受（購入）し、許可使用者Ｄに譲渡（販売）。

（販売Ｃ・譲受け一覧表 記載例） （販売Ｃ・譲渡一覧表 記載例）

引渡人の氏名又は名称 許可番号 受取人の氏名又は名称 許可番号

及び移出先の名称

販売事業者Ｂ 2-△-22222 許可使用者Ｄ □□工場 1-△-55555-01

【許可使用者Ｄ】
アルコールを販売事業者Ｃから譲受（購入）。
アルコール現物は、販売事業者Ｂから配達されたが、直接の取引先は販売事業者Ｃであるため、
譲受先（引渡人）は販売事業者Ｃとなります。

（使用Ｄ・譲受け一覧表 記載例）

引渡人の氏名又は名称 許可番号

販売事業者Ｃ 2-△-33333

（図６）

Ｂの受入 （物流）販売事業者Ｂのローリー （物流）販売事業者Ｂの委託運送車 Ｂの払出

Ａの払出 Ｄの受入

（売買契約） （売買契約） （売買契約）

製造事業者Ａ 販売事業者Ｂ 販売事業者Ｃ 許可使用者Ｄ

3-△-11111 2-△-22222 2-△-33333 1-△-55555
Ｃの受入・払出は無し

販売事業者Ｂのローリー

※図６のような売買取引が行われた場合、各事業者の譲受け・譲渡一覧表の記載は、図５の
記載例（上記）と同様です。

！注意！「アルコール譲受け一覧表」及び「アルコール譲渡一覧表」における、「引渡人の氏名又
は名称」及び「受取人の氏名又は名称」に対応する「許可番号」は十分確認の上、適正
なものを記載してください。
また、「アルコール譲渡一覧表」の「許可番号」は当該受取人の事業場又は貯蔵所に係
る枝番まで正確に記載してください。
（例）許可使用者の場合：○○株式会社××工場 → １－△－５５５５５－０３
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(2)定期業務報告（アルコール販売業務報告書、アルコール譲受け一覧表及びアルコール譲渡一覧表）の記載例

（注：報告書の記載イメージですので、法人名、数量等は架空のものです。ｐ２２のｱﾙｺｰﾙ受払簿と連動していますので併せてご覧下さい。）

＜アルコール販売業務報告書（表紙）＞

様式第32（第29条第１項関係）

２０ １ ４ 年 ０ ５ 月 ０ ３ 日

中国経済産業局長 殿

（郵便番号 730-0012 ）

報告者 住所 広島県広島市中区上八丁堀○番地

電話番号 082（222）○○○○

商号、名称又は氏名

経済販売株式会社

（許可番号 ２ － ６ － ７ ７ ７ ７ ７ ）

法人の代表者の住所及び氏名

広島県広島市東区牛田×丁目×番

代表取締役 経済 太郎

法定代理人の住所及び氏名、

商号又は名称

アルコール販売業務報告書

アルコール事業法第25条において準用する同法第９条第２項の規定により、次のとおり報告します。

２０１３年度アルコール受払

１ 本店 ９５度発酵 ６ 山口貯蔵所 ９５度発酵

２ 広島貯蔵所 ９９度発酵 ７ 鳥取貯蔵所 ９５度発酵

３ 広島貯蔵所 ９５度発酵

４ 広島貯蔵所 ９４度発酵

５ 岡山支店 ９９度発酵

６ 松江支店 ９５度合成

「事業場」「アルコール度数」
「発酵又は合成の別」ごとに報
告書を提出し、提出する報告書
の一覧を記載する。

報告書の提出日を記載
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＜アルコール販売業務報告書（受払）＞

様式第32（第29条第１項関係）

２ ０ １ ３ 年度アルコール受払

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － ７ ７ ７ ７ ７ － ０ ２ 広島貯蔵所

（２）度数 ９ ５ 度

（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 １ （１：発酵 ２：合成）

前年度から 増 減 翌年度へ

繰 越 数 量 数 量 繰 越
摘 要 摘 要

(ﾘｯﾄﾙ) コード (ﾘｯﾄﾙ) コード (ﾘｯﾄﾙ) (ﾘｯﾄﾙ)

1 譲受 1,350,000 7 1 譲渡 許可事業者 1,617,000

2 05 移入（山口貯蔵所） 450,000 7 2 譲渡 輸出 8,700

5 1 計量誤差増 100 8 06 移出 鳥取貯蔵所 90,000

5 8 度数替え（９９度から） 10,420 9 1 欠減 計量誤差 1,699

5 9 その他増（温度補正） 80 9 2 亡失 H25.12.23届出 500

9 4 廃棄 H25.8.6届出 200

9 5 収去 収去番号01-3-99-997 1

9 8 度数替え ９４度へ 10,000

9 9 その他 品質分析に使用 20

0 合 計 1,810,600 合 計 1,728,120 82,480

当該事業場の整理番号を記入し、
事業場名を付記する

発酵アルコールの場合は１、
合成アルコールの場合は２を記入

複数枚にわたる場合、
「前年度から繰越」、「数量の
合計」及び「翌年度へ繰越」欄
は最後のページにのみ記入

コード コードサブコード サブコード
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＜アルコール譲受け一覧表＞

様式第33（第29条第１項関係）

アルコール譲受け一覧表

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － ７ ７ ７ ７ ７ － ０ ２

広島貯蔵所

（２）度数 ９ ５ 度

（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 １ （１：発酵 ２：合成）

引渡人の氏名又は名称 許 可 番 号 受入数量(リットル) 摘 要

○○アルコール販売株式会社 ２－○－００００○ ３５０，０００

△△△△株式会社 ２－△－００００△ １，０００，０００

－ －

合 計 １，３５０，０００

＜アルコール譲渡一覧表＞

様式第34（第29条第１項関係）

アルコール譲渡一覧表

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － ７ ７ ７ ７ ７ － ０ ２

広島貯蔵所

（２）度数 ９ ５ 度

（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 １ （１：発酵 ２：合成）

受取人の氏名又は名称
許 可 番 号 譲渡数量(リットル) 摘 要

及 び 移 出 先 の 名 称

Ｄ薬品株式会社 福山工場 １－６－９９９９５－０４ ６００，０００

株式会社Ｈ製薬 出雲工場 １－６－９９９９６－０２ １０，０００

株式会社Ｈ製薬 鳥取工場 １－６－９９９９６－０３ １２０，０００

経済産業株式会社 広島工場 １－６－９９９９９－０１ ３００，０００

株式会社Ｌ食品 倉敷工場 １－６－９９９９４－０１ ５，０００

～ ～ ～

～ ～ ～

合 計 １，６１７，０００

当該事業場の
整理番号を記入

当該事業場の
名称を付記

発酵アルコールの場合は１、
合成アルコールの場合は２を記入

複数枚にわたる場合、「数量の合
計」欄は最後のページにのみ記入

アルコールを購入した相手を記入。
アルコール現物を搬入した相手と
は異なる場合があります。

アルコールを販売した相手先を記
入。アルコール現物を搬出した相
手先とは異なる場合があります。
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３．許可事項の変更等の手続き
販売事業者が許可を受けて事業を開始した後、提出している許可申請書に記載した事項に変更があ

る場合等には、変更許可又は届出、報告等を行うことが義務づけられています。

まず、必要書類チャート（ｐ３３～３５）で必要な手続きをご確認いただき、所要の手続きを行って

ください。手続きに必要な書類の様式は「Ⅵ．様式集（ｐ５１～）に掲載しておりますのでご活用くだ

さい。

また、主な手続きについては後述(2)～(5)に示しておりますが、判断に迷ったときは、早めに手続き方

法等について中国経済産業局 産業部 産業振興課 アルコール室へご照会ください。

(1)必要書類チャート（販売事業者）

◆あらかじめ手続きが必要なこと◆

貯蔵所を廃止したい

変更する前に許可申請をして

許可を受けてください

貯蔵設備を変更・改 貯蔵能力に変更 YES

修・追加したい がある

NO ※提出書類※

・アルコール販売事業許可事項変更許可申請書(様式39)

「事後に届出するこ ・新しい貯蔵設備の構造図

と（ｐ３４）」を ・変更後の設備の配置図

ご覧ください。 (・貯蔵設備の変更に伴って計測機器、アルコール移送

配管にも変更がある場合はその説明資料)

営業所、貯蔵所の 貯蔵能力に変更 YES 変更する前に許可申請をして

所在地を変更する がある 許可を受けてください

NO

あらかじめ届出書を提 ※提出書類※

出してください ・アルコール販売事業許可事項変更届出書(様式40)

本社所在地が変わる

営業所を廃止したい

アルコールを廃棄したい あらかじめ廃棄 日程を確認のう ※提出書類※ 経済局職

する場所を管轄 え、廃棄する場 ・アルコール廃 員立ち会

する経済産業局 所を管轄する経 棄処分届出書 いの下で

に連絡してくだ 済産業局に届出 廃棄

さい 書を提出してく

ださい
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◆事後に届出をすること№１◆

YES

貯蔵設備を変更・改修・追加し 貯蔵能力に変更がある 事前の許可手続きが必要です！

たい 「あらかじめ手続きが必要なこ

と（ｐ３３）」をご覧下さい。

NO

計測機器を変更・追加したい

変更後、遅滞な ※提出書類※

く届出書を提出 ・アルコール販売事業者許可事項変更届出書(様式40))

移送配管を変更・追加したい してください ・変更した設備にかかる説明資料

許可を受けた個人の住所

が変わる 変更後、遅滞なく届出 ※提出書類※

書を提出してください ・アルコール販売事業者許可事項変更届出書(様式40))

・住民票

許可を受けた個人の氏名

が変わる

商号、名称が変わる

変更後、遅滞なく ※提出書類※

法人の代表者が交替する 届出書を提出して ・アルコール販売事業者許可事項変更届出書(様式40)

ください ・登記事項証明書

法人の代表者個人の住所

が変わる

火災・事故などにより 直ちに、失くした ｢亡失｣と判断されたら、 ※提出書類※

アルコールを失くした 場所を管轄する経 失くした場所を管轄する ・亡失(盗難)報告書

済産業局に連絡し 経済産業局に報告書を提 （様式41）

てください 出してください

アルコールが盗まれた 直ちに、盗まれた ｢盗難｣と判断されたら、 ※提出書類※

場所を管轄する経 盗まれた場所を管轄する ・亡失(盗難)報告書

済産業局に連絡し 経済産業局に報告書を提 （様式41）

てください 出してください
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◆事後に届出をすること№２◆

アルコールの販売事業 許可を受けた経済 廃止後、遅滞 ※提出書類※

を廃止したい 産業局に連絡して なく届出てく ・アルコール販売事業廃止届出書

ください ださい （様式４２）

・廃止の日までの当該年度の

「アルコール販売業務報告書」

・廃止の日までの当該年度の

「アルコール譲受け一覧表」

・廃止の日までの当該年度の

「アルコール譲渡一覧表」

法人の事業を全部譲渡 譲渡された社が、事後遅滞 ※提出書類※

することになった なく届出書を提出してくだ ・アルコール販売事業承継届出書(様式35)

さい ・アルコール販売事業譲渡証明書(様式36)

・欠格事項に該当しないことの誓約書

法人が合併することに 事業を承継した社が、事後 ※提出書類※

なった 遅滞なく届出書を提出して ・アルコール販売事業承継届出書(様式35)

ください ・登記事項証明書

・欠格事項に該当しないことの誓約書

法人の分割により事業の 事業を承継した社が、事後 ※提出書類※

全部を引き渡すことに 遅滞なく届出書を提出して ・アルコール販売事業承継届出書(様式35)

なった ください ・アルコール販売事業承継証明書(様式38の2)

・登記事項証明書

・欠格事項に該当しないことの誓約書

個人の販売事業者から 事後遅滞なく届出書を提 ①相続人が一人である

事業の相続を受けた 出してください ②相続人が二人以上いる

① ②

※提出書類※ ※提出書類※

・アルコール販売事業承継届出書(様式35) ・アルコール販売事業承継届出書(様式35)

・アルコール販売事業者相続証明書(様式38)・・ ・アルコール販売事業者選定証明書(様式37)

戸籍謄本 ・戸籍謄本

（相続人に係るもの及び被相続人が死去し （相続人に係るもの及び被相続人が死去し

た場合はその除籍が確認できるもの） た場合はその除籍が確認できるもの）

・欠格事項に該当しないことの誓約書 ・欠格事項に該当しないことの誓約書

※戸籍謄本、登記事項証明書（履歴事項全部証明書）等は、３ヵ月以内に発行されたものの正本を添付のこと

（申請書、届出書等記載事項の内容を裏付けるものであること）。
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(２)許可事項の変更（法第25条で準用する第8条第1項及び第2項、省令第30条で準用する第6条及び第8条）

販売事業者が許可を受けて事業を開始した後、提出している許可申請書に記載した事項に変

更がある場合には、次のとおり許可を受け又は届出を行うことが義務づけられています。

①変更許可申請について
許可申請書の記載事項のうち、貯蔵所ごとの貯蔵設備の能力を変更しようとするときは、

実際に変更をする前に、経済産業局長の許可を受ける必要があります。

許可事項変更許可申請書を経済産業局が受理して内容審査が終了し、許可されるまで

標準処理期間として原則３週間程度を要しますので、変更許可が必要な場合は、

相当期間を考慮して手続きをしてください。

◇ 申請書： アルコール販売事業許可事項変更許可申請書（省令様式第３９）

◇ 添付書類：

①アルコール貯蔵設備の構造図

②アルコールの受払に使用する計測機器に関する書類（機器の名称・形式・基数の一覧表）

③アルコールの移送配管内の容積計算書

④営業所・貯蔵所の全体平面図（アルコールの貯蔵設備・移送配管・受払設備・受払に使用する計測

機器・法定帳簿保管場所（事務所）を明示したもの）

◇ 申請書類の提出先： 主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局長

◆変更許可申請書 記載例◆
次頁の例を参考に記載してください。
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＜許可事項変更許可申請書記載例＞

平成２６年１１月３０日

中国経済産業局長 殿 申請書を実際に提出する日を記載

（郵便番号 730-0012 ）
申請者 住所 広島県広島市中区上八丁堀×番地

電話番号（０８２－２２２－○○○○）

商号、名称又は氏名
株式会社××××

許可番号をお忘れなく （許可番号２－６－７７７７７）

法人の代表者の住所及び氏名
法人の代表者個人宅住所を記載 広島県広島市東区牛田×丁目×番

代表取締役 経済 太郎

アルコール販売事業許可事項変更許可申請書

アルコール事業法第２５条において準用する同法第８条第１項の規定により変更の許可
を受けたいので、次のとおり申請します。

貯蔵設備ごとに変更内容を具体的に

①アルコール貯槽更新による貯蔵能力増
変 更 事 項

②アルコール貯槽及び危険物倉庫更新による
貯蔵能力増

①株式会社××××広島貯蔵所
営 業 所 又 は 貯 蔵 所 の 広島県広島市中区上八丁堀×番 変更しようとする貯蔵

名 称 及 び 所 在 地 所の名称と所在地を記

②株式会社××××山口貯蔵所 載（名称と事業場整理
山口県山口市滝町○番地 番号でも可）

①アルコール貯槽 100kl×2基 変更前の貯蔵能力（貯蔵可

変 更 前 能容量）を記載。書ききれ
②アルコール貯槽 100kl×1基 ない事項は別紙を添付して

危険物倉庫 50kl ください。

①アルコール貯槽 100kl×3基
アルコール貯槽 200kl×1基 変更後の予定貯蔵能力（貯

変 更 後 蔵可能容量）を記載。書き
②アルコール貯槽 100kl×2基 きれない事項は別紙を添付

アルコール貯槽 200kl×1基 してください。
危険物倉庫 100kl

変更する貯蔵設備の使用開

変 更 予 定 年 月 日 平成２７年１月１０日 始年月日を記載。複数変更

する場合は最も早い年月日

①アルコール貯槽の老朽化の為 変更理由を簡潔に

変 更 の 理 由
②アルコール貯槽、危険物倉庫の老朽化の為
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②変更届出について

許可申請書の記載事項のうち、主に次の事項を変更する場合には、経済産業局長に届出を行
う必要があります。

＜事前に届出が必要な事項＞
○主たる事務所の所在地並びに営業所及び貯蔵所の所在地
○事業開始の予定年月日

※貯蔵所の所在地を変更する際でも、貯蔵設備の能力を変更する場合は、許可事項
変更許可申請が必要となります。

＜事後遅滞なく届出が必要な事項＞
○商号、名称又は氏名及び住所
（新会社法（H18.5.1施行）に基づき有限会社等から株式会社になった場合を含む）
○代表者の氏名及び住所（申請者が法人の場合）
○現に営んでいる他の事業の種類
○貯蔵設備の構造、計測機器及び移送配管の変更
（貯蔵所ごとのアルコールの貯蔵能力の 変更を伴わないものに限る。）の変更

◇ 届出書： アルコール販売事業者許可事項変更届出書（省令様式第４０）
◇ 添付書類：次表のとおり（次表以外の３つの事項は、届出書のみ提出）

申請者が個人の場合 申請者が法人の場合

商号、名称又は氏名及び住所 登記事項証明書
住 民 票

代表者の氏名及び住所 登記事項証明書

貯蔵設備の構造、計測機器及び移 ・アルコール貯蔵設備の構造図
送配管（貯蔵所ごとのアルコールの貯 ・アルコール計測機器の名称･形式･基数一覧表
蔵能力の変更を伴わないものに限る） ・アルコール移送配管内の容積計算書

◇ 届出書類の提出先： 主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局長

法定代理人による許可を受けた方は、別途、経済産業局にご相談ください。

◆変更届出書 記載例◆

次頁の例を参考に記載してください。
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＜許可事項変更届出書（事前の届出）記載例＞

平成２６年１１月３０日

中国経済産業局長 殿 届出書を実際に提出する日を記載

（郵便番号 730-0012 ）
届出者 住所 広島県広島市中区上八丁堀×番地

電話番号（０８２－２２２－○○○○）

商号、名称又は氏名
株式会社××××

許可番号をお忘れなく （許可番号２－６－７７７７７）

法人の代表者の住所及び氏名
法人の代表者個人宅住所を記載 広島県広島市東区牛田×丁目×番

代表取締役 経済 太郎

アルコール販売事業許可事項変更届出書

アルコール事業法第２５条において準用する同法第８条第２項の規定により、次のとおり届け
出ます。

営業所・貯蔵所ごとに変更内容を具体的に

変 更 事 項 営業所の所在地変更

①株式会社××××岡山支店
営 業 所 又 は 貯 蔵 所 の 岡山市中山下○－○○ 変更しようとする営業所・

名 称 及 び 所 在 地 貯蔵所名称と所在地を記載

②株式会社××××松江支店 （名称と事業場整理番号で
松江市殿町×－×× も可）

①岡山市中山下○－○○ 変更前の事項を記載。書き
変 更 前 きれない事項は別紙を添付

②松江市殿町×－×× してください。

①岡山市表町△－△△ 変更しようとする事項を記

変 更 後 載。書ききれない事項は別
②松江市朝日町□－□□ 紙を添付してください。

①平成２７年１月１０日 変更しようとする年月日を

変 更 予 定 年 月 日 記載。複数変更する場合は
②平成２７年１月１１日 各々の年月日を記載

変 更 の 理 由 事務所移転のため 変更理由を簡潔に
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＜許可事項変更届出書（事後の届出）記載例＞

平成２５年１１月３０日

中国経済産業局長 殿 届出書を実際に提出する日を記載

（郵便番号 730-0012 ）
届出者 住所 広島県広島市中区上八丁堀×番地

電話番号（０８２－２２２－○○○○）

商号、名称又は氏名
株式会社××××

許可番号をお忘れなく （許可番号２－６－７７７７７）

法人の代表者の住所及び氏名
法人の代表者個人宅住所を記載 広島県広島市東区牛田×丁目×番

代表取締役 経済 太郎

アルコール販売事業許可事項変更届出書

アルコール事業法第２５条において準用する同法第８条第２項の規定により、次のとおり届け
出ます。

営業所・貯蔵所ごとに変更内容を具体的に

変 更 事 項 計測機器の変更

①株式会社××××広島貯蔵所
営 業 所 又 は 貯 蔵 所 の 広島県広島市中区上八丁堀×番 変更した営業所・貯蔵

名 称 及 び 所 在 地 所名称と所在地を記載

②株式会社××××鳥取貯蔵所 （名称と事業場整理番
鳥取県鳥取市東町○丁目○番 号でも可）

①第２タンク用アルコール貯槽
変 更 前 流量計 形式C-32-232 １基 変更前の事項を記載。書き

きれない事項は別紙を添付
②第１タンク用アルコール貯槽 してください。

流量計 形式D-33-456 １基

①第２タンク用アルコール貯槽流量計 変更した事項を記

形式A-21-240 １基 載。書ききれない事
変 更 後 項は別紙を添付して

②第１タンク用アルコール貯槽 ください。
形式B-12-345 １基

①平成２５年１１月２８日 変更した年月日を記載。複
変 更 年 月 日 数変更した場合は、各々の

②平成２５年１１月２９日 年月日を記載。

変 更 の 理 由 破損により交換 変更理由を簡潔に
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(3)亡失等の報告（法第25条において準用する第9条第3項、省令第12条）

販売事業者は、業務に係るアルコールを亡失し、又は盗み取られたときは、直ちに、その旨を
経済産業局長に報告し、その検査を受ける必要があります。また、帳簿にも記載します。

◇ 報告書： 亡失（盗難）報告書（省令様式第４１）
◇ 報告書の提出先： 亡失し、又は盗み取られた場所を管轄する経済産業局長

(4)廃止の届出（法第25条において準用する第11条第1項、省令第13条）

アルコールの販売事業を廃止したときは、遅滞なく、経済産業局長に届け出てください。

◇ 届出書： アルコール販売事業廃止届出書（省令様式第４２）
◇ 届出書の提出先： 主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局長
◇ 添付書類：

・廃止した日までにおけるアルコール販売業務報告書（省令様式第３２）
・廃止した日までにおけるアルコール譲受け一覧表（省令様式第３３）
・廃止した日までにおけるアルコール譲渡一覧表（省令様式第３４）

(5)承継の届出（法第25条において準用する第7条第2項、省令第5条）

事業の全部譲渡、相続、合併又は分割（事業の全部を承継させるものに限る）があったときは、
許可を受けて行っているアルコールの販売事業については、事業の譲渡を受けた者や相続人等が
欠格条項に該当しない限り、自動的にその事業を承継することになります。事業を承継した場合
は、遅滞なく、経済産業局長に届け出てください。

◇ 届出書： アルコール販売事業承継届出書（省令様式第３５）
◇ 届出書の提出先： 主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局長
◇ 添付書類：
・申請者が欠格事項に該当しないことの誓約書
・承継理由ごとに必要な以下の書類

承継理由 必要な書類
事業の全部譲渡による承継 ・アルコール販売事業譲渡証明書(省令様式第３６）
相続（２人以上の相続人か ・アルコール販売事業者選定証明書(省令様式第３７）
ら選定)による承継 ・戸籍謄本（相続人本人に係るもの及び前事業者が死去した

場合はその除籍が確認できるもの）
相続（他に相続人がいない ・アルコール販売事業者相続証明書(省令様式第３８）
場合）による承継 ・戸籍謄本（相続人本人に係るもの及び前事業者が死去した

場合はその除籍が確認できるもの）
合併による法人の承継 ・法人の登記事項証明書
分割による法人の事業全部 ・アルコール販売事業承継証明書(省令様式第３８の２)
の承継 ・法人の登記事項証明書

※前事業者が生存している場合であって、代替わりにより相続が行われる場合は、相続人・被相続
人の戸籍謄本を一部添付のこと。
また、戸籍謄本、除籍謄本、登記事項証明書（履歴事項全部証明書）等は、３ヵ月以内に発行さ
れたものの正本を添付してください（申請書、届出書等記載事項の内容を裏付けるものであるこ
と）。
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Ⅶ．参考事例

１．参考事例（ケーススタディ）
【具体的取引における販売事業者の法定帳簿及び業務報告書の作成例】

現物の流れ（物流） 売買契約の取引

（ ） 荷姿

販売事業者Ａ社 販売事業者Ｂ社 許可使用者Ｃ化学

（売買契約：２ｋＬ）

本社 本社 本社

(2-6-99990-01) (2-6-99991-01) ② (事業場番号無し)

アルコール製造㈱

（販売事業者Ａ’支店のトラック ドラム配送：２ＫＬ）④ ① (調達依頼

（ドラム配送：２ＫＬ） ：２ＫＬ）

（販売事業者Ａ’支店のトラック） Ｂ’貯蔵所 Ｃ工場

③ (2-6-99991-02) ⑤ (1-6-99992-01)

（売買契約：２ｋＬ）④ （売買契約：２ｋＬ）

△△工場 Ａ’支店

(3-3-99991-99) (2-6-99990-02) （売買契約：１３ｋＬ） 許可使用者Ｄ醤油店

（売買契約：１３ｋＬ）③ Ｂ”営業所 ① 本店

② (2-6-99991-03) (1-6-99993-01)

（販売事業者Ａ’支店のローリー） （売買契約：１３ｋＬ）

（販売事業者Ａ’支店 ローリー配送：１３ｋＬ） ③

◆ケース１◆
①許可使用者であるＣ化学のＣ工場（使用施設）は、Ｃ化学の本社（主たる事務所）に対し、
アルコール２ｋＬの調達依頼をした。これに基づき、Ｃ化学の本社は、販売事業者であるＢ社
からアルコールを購入することにした。
②販売事業者であるＢ社の本社（主たる事務所）は、許可使用者であるＣ化学の本社から、９
５度発酵アルコールをドラム缶で２ｋＬの注文を受けた。配送先はＣ化学のＣ工場。
③注文を受けたＢ社の本社は、販売事業者Ａ社のＡ’支店（貯蔵所）に受注分を注文し、アル
コールをＢ’貯蔵所に配送してもらうよう依頼した。あわせて、Ｂ’貯蔵所に対して、Ａ社か
ら配送されたアルコールをＣ工場に納品するよう指示した。
④Ａ社のＡ’支店は、Ｂ社の本社から注文を受けたアルコールをアルコール製造㈱△△工場に
引き取りに行き、Ｂ社のＢ’貯蔵所に配送した。
⑤Ｂ社のＢ’貯蔵所は、配送されたドラム缶２ｋＬのアルコールをＣ化学のＣ工場へ納品した。

◆ケース２◆
①同じくＢ社のＢ”営業所は、許可使用者であるＤ醤油店の本店（主たる事務所・使用施設）

から、９５度発酵アルコールをローリーで１３ｋＬの注文を受けた。
②注文を受けたＢ社のＢ”営業所は、販売事業者Ａ社のＡ’支店（貯蔵所）に受注分を注文し

た。
併せてＢ社のＢ”営業所は、Ｄ醤油店からの受注分をＤ醤油店に直接納品してもらうよう

にＡ’支店に依頼し、Ｄ醤油店に対して、１３ｋＬのアルコールがＡ社のＡ’支店からＤ醤
油店の本店へ直接配送される旨を連絡した。

③Ａ社のＡ’支店は、Ｂ社の本社及びＢ”営業所から注文を受けたアルコールをアルコール製
造㈱△△工場に引き取りに行き、Ｄ醤油店に配送した。
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＜事業者の法定帳簿 記入例＞

【販売事業者Ａ社 本社】

・本社

アルコールの売買契約（取引）、アルコール現物の受入・搬出に一切関わってないため記帳は
必要なし。

・Ａ’支店

Ａ’支店にはアルコールは受入されていないが、Ａ’支店のトラック・ローリーを使用してア
ルコールの配送を行ったため、その受入・払出の事実についてＡ’支店の法定帳簿に記載する。

（Ａ’支店）種類・度数：発酵、９５度
年月日 受 入 払 出 備考

数量(Ｌ) 摘 要 数量(Ｌ) 摘 要
2014. 4.11 15,000 アルコール製造㈱

3-3-99991
2014. 4.11 2,000 Ｂ社 Ｂ’貯蔵所

2-6-99991-02
2014. 4.11 13,000 Ｄ醤油店 本店

1-6-99993-01

【販売事業者Ｂ社】

・本社

Ｂ社本社は、Ａ社Ａ’支店及びＣ化学本社との売買契約を行っているが、現物のアルコールの
受入・払出には関わっていないため記帳は必要なし。

・Ｂ’貯蔵所

アルコールの受入・払出の事実について記帳。

（Ｂ’貯蔵所） 種類・度数：発酵、９５度
年月日 受 入 払 出 備考

数量(Ｌ) 摘 要 数量(Ｌ) 摘 要
2014. 4.11 2,000 Ａ社

2-6-99990
2014. 4.12 2,000 Ｃ化学 Ｃ工場

1-6-99992-01

・Ｂ”営業所

Ｂ”営業所は、Ａ社Ａ’支店及びＤ醤油店との売買契約を行っているが、アルコールの受入・
払出には関わっていないため記帳は必要なし。



- 45 -

＜事業者の業務報告書 記載例＞

【販売事業者Ａ社】
アルコール販売業務報告書

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － ９ ９ ９ ９ ０ － ０ １ 本社
（２）度数 ９ ５ 度
（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 １ （１：発酵 ２：合成）

前年度から 増 減 翌年度へ
繰 越 数 量 数 量 繰 越

摘 要 摘 要
(ﾘｯﾄﾙ) コード (ﾘｯﾄﾙ) コード (ﾘｯﾄﾙ) (ﾘｯﾄﾙ)

0 合 計 0 合 計 0 0
※Ａ社本社では売買取引に一切関わっていないため、本社からの報告は「０」となる。

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － ９ ９ ９ ９ ０ － ０ ２ Ａ’支店
（２）度数 ９ ５ 度
（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 １ （１：発酵 ２：合成）

前年度から 増 減 翌年度へ
繰 越 数 量 数 量 繰 越摘 要 摘 要

(ﾘｯﾄﾙ) コード (ﾘｯﾄﾙ) コード (ﾘｯﾄﾙ) (ﾘｯﾄﾙ)
1 譲受 15,000 7 1 譲渡 15,000

0 合 計 15,000 合 計 15,000 0
※Ａ’支店がアルコール売買契約を行ったアルコールについて、その譲受け、譲渡の事実に

ついてＡ’支店から報告を行う。

【販売事業者Ａ社】
アルコール譲受け一覧表

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － ９ ９ ９ ９ ０ － ０ １ 本社
（２）度数 ９ ５ 度
（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 １ （１：発酵 ２：合成）

引渡人の氏名又は名称 許 可 番 号 受入数量(リットル) 摘 要
－ －
－ －

合 計 ０

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － ９ ９ ９ ９ ０ － ０ ２ Ａ’支店
（２）度数 ９ ５ 度
（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 １ （１：発酵 ２：合成）

引渡人の氏名又は名称 許 可 番 号 受入数量(リットル) 摘 要
アルコール製造㈱ ３－３－９９９９１ １５，０００

－ －
合 計 １５，０００
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【販売事業者Ａ社】
アルコール譲渡一覧表

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － ９ ９ ９ ９ ０ － ０ １ 本社
（２）度数 ９ ５ 度
（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 １ （１：発酵 ２：合成）

受取人の氏名又は名称
許 可 番 号 譲渡数量(リットル) 摘 要

及 び 移 出 先 の 名 称
－ －
－ －

合 計 ０

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － ９ ９ ９ ９ ０ － ０ ２ Ａ’支店
（２）度数 ９ ５ 度
（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 １ （１：発酵 ２：合成）

受取人の氏名又は名称
許 可 番 号 譲渡数量(リットル) 摘 要

及 び 移 出 先 の 名 称
Ｂ社 本社 ２－６－９９９９１－０１ ２，０００
Ｂ社 Ｂ”営業所 ２－６－９９９９１－０３ １３，０００

－ －
合 計 １５，０００

※それぞれ、売買契約を行った事業場の名称及び許可番号を記入する。

【販売事業者Ｂ社】
アルコール販売業務報告書

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － ９ ９ ９ ９ １ － ０ １ 本社
（２）度数 ９ ５ 度
（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 １ （１：発酵 ２：合成）

前年度から 増 減 翌年度へ
繰 越 数 量 数 量 繰 越

摘 要 摘 要
(ﾘｯﾄﾙ) コード (ﾘｯﾄﾙ) コード (ﾘｯﾄﾙ) (ﾘｯﾄﾙ)

1 譲受 2,000 7 1 譲渡 2,000

0 合 計 2,000 合 計 2,000 0
※Ｂ社本社でアルコールの売買契約を行ったため、その譲受け、譲渡の事実についてＢ社本

社から報告を行う。

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － ９ ９ ９ ９ １ － ０ ２ Ｂ’貯蔵所
（２）度数 ９ ５ 度
（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 １ （１：発酵 ２：合成）

前年度から 増 減 翌年度へ
繰 越 数 量 数 量 繰 越

摘 要 摘 要(ﾘｯﾄﾙ) コード (ﾘｯﾄﾙ) コード (ﾘｯﾄﾙ) (ﾘｯﾄﾙ)

0 合 計 0 合 計 0 0
※Ｂ’貯蔵所ではアルコールの売買契約は行っていないため、Ｂ’貯蔵所からの報告は

「０」となる。

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － ９ ９ ９ ９ １ － ０ ３ Ｂ”営業所
（２）度数 ９ ５ 度
（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 １ （１：発酵 ２：合成）

前年度から 増 減 翌年度へ
繰 越 数 量 数 量 繰 越

摘 要 摘 要
(ﾘｯﾄﾙ) コード (ﾘｯﾄﾙ) コード (ﾘｯﾄﾙ) (ﾘｯﾄﾙ)

1 譲受 13,000 7 1 譲渡 13,000

0 合 計 13,000 合 計 13,000 0
※Ｂ’’営業所でアルコールの売買契約を行ったため、その譲受け、譲渡の事実について

Ｂ’’営業所から報告を行う。
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【販売事業者Ｂ社】
アルコール譲受け一覧表

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － ９ ９ ９ ９ １ － ０ １ 本社
（２）度数 ９ ５ 度
（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 １ （１：発酵 ２：合成）

引渡人の氏名又は名称 許 可 番 号 受入数量(リットル) 摘 要
Ａ社 ２－６－９９９９０ ２，０００

－ －
合 計 ２，０００

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － ９ ９ ９ ９ １ － ０ ２ Ｂ’貯蔵所
（２）度数 ９ ５ 度
（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 １ （１：発酵 ２：合成）

引渡人の氏名又は名称 許 可 番 号 受入数量(リットル) 摘 要
－ －
－ －

合 計 ０

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － ９ ９ ９ ９ １ － ０ ３ Ｂ”営業所
（２）度数 ９ ５ 度
（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 １ （１：発酵 ２：合成）

引渡人の氏名又は名称 許 可 番 号 受入数量(リットル) 摘 要
Ａ社 ２－６－９９９９０ １３，０００

－ －
合 計 １３，０００

【販売事業者Ｂ社】
アルコール譲渡一覧表

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － ９ ９ ９ ９ １ － ０ １ 本社
（２）度数 ９ ５ 度
（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 １ （１：発酵 ２：合成）

受取人の氏名又は名称
許 可 番 号 譲渡数量(リットル) 摘 要

及 び 移 出 先 の 名 称
Ｃ化学株式会社 Ｃ工場 １－６－９９９９２－０１ ２，０００

－ －
合 計 ２，０００

※直接の売買契約はＣ化学の本社と行っているが、アルコールの配送先はＣ化学のＣ工場で
あるので、Ｃ工場を受取人として記載する。
（アルコールを許可使用者に譲渡した場合、受取人には、契約先ではなく払出先である

使用施設名を記載してください。）

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － ９ ９ ９ ９ １ － ０ ２ Ｂ’貯蔵所
（２）度数 ９ ５ 度
（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 １ （１：発酵 ２：合成）

受取人の氏名又は名称
許 可 番 号 譲渡数量(リットル) 摘 要

及 び 移 出 先 の 名 称
－ －
－ －

合 計 ０

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － ９ ９ ９ ９ １ － ０ ３ Ｂ”営業所
（２）度数 ９ ５ 度
（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 １ （１：発酵 ２：合成）

受取人の氏名又は名称
許 可 番 号 譲渡数量(リットル) 摘 要

及 び 移 出 先 の 名 称
Ｄ醤油店 本店 １－６－９９９９３－０１ １３，０００

－ －
合 計 １３，０００
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Ⅷ．アルコール事業法に関するＱ＆Ａ
～目 次～

Ｑ１ 登録免許税とは何か？

Ｑ２ 販売事業に係る、登録免許税の対象は？ ｐ

Ｑ３ 販売事業者が新たな営業所又は貯蔵所を追加申請する場合、登録免許税は 49

必要か？ を

Ｑ４ 登録免許税は全ての者が対象か？ ご

Ｑ５ 登録免許税の収入印紙での納付は可能か？ → 覧

Ｑ６ 平成１８年４月以降、製造事業者、輸入事業者は自由な品質のアルコール 下

を販売できるようになるが、品質の善し悪しをどう判断すればよいか？ さ

Ｑ７ 特定アルコールは誰が販売するのか？ い

Ｑ８ 事業者の許可取得の有無を確認する方法はあるか？

Ｑ９ 申請者住所と主たる事務所の所在地（同一）を他へ移転する場合、どのよ ｐ

うな手続が必要か？ 50

Ｑ10 市町村の合併により住所変更となった場合の手続はどうすればよいか？ を

Ｑ11 ・事業を譲り渡す場合（法人、個人を問わない） → ご

・個人から法人へ変更になった場合、どのような手続が必要か？ 覧

Ｑ12 アルコールの販売事業を廃止する場合、どのような手続が必要か？ 下

Ｑ13 アルコールの保管容量について何か取り決めがあるか？ さ

Ｑ14 アルコール関係書類は、どのくらい保存しておく必要があるか？ い
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Ⅷ．アルコール事業法に関するＱ＆Ａ

Ｑ１ 登録免許税とは何か？

Ａ１．法人または個人が登記、登録、特許、免許、許可、指定及び技能証明（以下、「登録

等」という。）を受けることにより享受する利益に着目して課税される租税。

Ｑ２ 販売事業に係る、登録免許税の対象は？

Ａ２．平成１８年４月１日以降、新たに販売事業の許可を取得した場合にのみ必要です。

（平成１８年３月３１日までに既に取得している許可は対象外となります。）

販売事業の許可に係る登録免許税の額は９万円です。

Ｑ３ 販売事業者が新たな営業所又は貯蔵所を追加申請する場合、登録免許税は必要か？

Ａ３．営業所又は貯蔵所を追加する場合は、不要です。

Ｑ４ 登録免許税は全ての者が対象か？

Ａ４．国 及び 登録免許税法第４条関係 別表第２に掲げる者(国立大学法人、地方公共団体、

独立行政法人 等）は対象外です。

Ｑ５ 登録免許税の収入印紙での納付は可能か？

Ａ５．収入印紙での納付は不可能。

（登録免許税法第２２条（印紙納付）の適用対象外のため）

Ｑ６ 平成１８年４月以降、製造事業者、輸入事業者は自由な品質のアルコールを販売できる

ようになるが、品質の善し悪しをどう判断すればよいか？

Ａ６．ＮＥＤＯアルコール規格を継承する団体規格として制定された一般社団法人アルコール協

会規格JAAS001:2012「エタノール」を、品質基準の「ものさし」として、アルコール購入

の際の参考とすることができます。

事業者におかれては、当該品質基準のアルコールを購入する、アルコールの分析書を求

めて当該品質基準と比較することでアルコールの品質を確認することができます。

(（一般社団法人）アルコール協会規格の詳細はhttp://www.alcohol.jp/を参照してください。）

Ｑ７ 特定アルコールは誰が販売するのか？

Ａ７．従前はＮＥＤＯが特定アルコールを販売していましたが、平成１８年４月以降は

製造事業者 又は 輸入事業者が販売できるようになりました。但し、加算額の国庫納付

は事業者（製造事業者 又は 輸入事業者）が直接、行う必要があります。

※特定アルコール：アルコール度数が９０度以上であるが、加算額（酒税相当額）を含むため、

許可や管理が不要で自由な販売・使用が可能。

＊１：加算額とは、アルコールが酒類の原料に不正に使用されることを防止するために

必要な額として経済産業省令で定めるところにより計算した額（＊２）。酒税相

当額と表現されることもあります。

＊２：経済産業省令で定める加算額（アルコール１ＫＬあたり）

一．アルコール分が９１度未満のもの ９０万円

二．アルコール分が９１度以上のもの ９０万円にアルコール分が９０度を超え

る１度ごとに１万円を加えた金額。

Ｑ８ 事業者の許可取得の有無を確認する方法はあるか？

Ａ８．経済産業省ホームページhttp://www.meti.go.jp/policy/alcohol/index.html を御覧くだ

さい。但し、アルコールの種類、度数は掲載されておりませんので、許可内容の詳細につ

いては許可使用者に確認していただく必要があります。
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Ｑ９ 申請者住所と主たる事務所の所在地（同一）を他へ移転する場合、どのような手続が必

要か？

Ａ９．「住所」の変更は事後遅滞なく変更届、「主たる事務所の所在地」の変更は事前の変更

届になります。この場合、より厳しい条件（事前の届出＞事後の届出）のタイミングで

手続をしていただく必要がありますので、「事前の変更届」となります。ただし、この

場合、添付を要する登記事項証明書（住民票）が事前の物では意味がありませんので、

事前の手続の後、事後に登記事項証明書（住民票）を送っていただくようになります。

Ｑ10 市町村の合併により住所変更となった場合の手続はどうすればよいか？

Ａ10．このケースの場合、変更の対象となるのは、

①住所

②主たる事務所の所在地

③貯蔵所（又は営業所）の所在地

④代表者の住所

となりますので、該当する事項の届出が必要です。ただし、Ｑ９と異なり、国や自治体の

都合による変更ですから、「事前」ではなく「事後遅滞なく」、登記事項証明書（住民

票）を添付して変更届出書（省令様式第４０→ｐ６１に掲載）を提出してください。

Ｑ11 ・事業を譲り渡す場合（法人、個人を問わない）

・個人から法人へ変更になった場合、 どのような手続が必要か？

Ａ11．承継の手続が必要となります。基本的には、

○アルコール販売事業承継届出書（省令様式第３５→ｐ６４に掲載）

○アルコール販売事業譲渡証明書（省令様式第３６→ｐ６５に掲載）

○誓約書（様式はｐ７０に掲載）

○登記事項証明書（戸籍謄本）

といった書類が必要ですが、ケースにより異なりますので、ｐ４１をご覧ください。

Ｑ12 アルコールの販売事業を廃止する場合、どのような手続が必要か？

Ａ12．○アルコール販売事業廃止届出書（省令様式第４２→ｐ６３に掲載）

○（廃止した日までの）アルコール販売業務報告書（定期報告書）の提出が必要です。

また、アルコールが残っている場合はアルコールを廃棄をする必要があります。その場合

○アルコール廃棄届出書（様式はｐ７１に掲載）

を販売事業廃止の日までに提出する必要があります。また、廃棄については経済産業局職

員の立会が必要ですので、必ず事前に相談してください。

Ｑ13 アルコールの保管容量について何か取り決めがあるか？

Ａ13．消防法上、以下のように規定されているため、お近くの消防署にご確認の上、所要の手

続きを行ってください。

①アルコール保管容量が４００ℓ（指定数量）を超える場合

→「危険物取扱所」の事前許可が必要。

②アルコール保管容量が ８０ℓ（指定数量４００ℓの１／５）を超える場合

→市町村条例により定められた規制に基づき「少量危険物取扱所」の事前届出が必要。

Ｑ14 アルコール関係書類は、どのくらい保存しておく必要があるか？

Ａ14．法定帳簿、業務報告書、左記帳簿類の数値との整合性が確認できる書類（仕入台帳、請

求書、納品書、製造記録簿 等）は５年間保存してください。
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Ⅸ．様式集

電子媒体が必要な方は、経済産業省ホームページ

(http://www.meti.go.jp/policy/alcohol/index.html)

からダウンロードしてご利用ください。
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様式第２９（第２４条第１項関係）
（第１面）

年 月 日

中国経済産業局長 殿

（郵便番号 － ）

申請者 住所

電話番号（ ）
商号、名称又は氏名

法人の代表者の住所及び氏名

法人の代理人の住所及び氏名、商号又は名称

アルコール販売事業許可申請書

アルコール事業法第２１条第１項に規定するアルコール販売事業の許可を受けたいので、同条第
２項の規定により、次のとおり申請します。

主 た る 事 務 所 の 所 在 地

営 業 所 の 名 称 及 び 所 在 地

貯 名 称 及 び 所 在 地

蔵 貯 蔵 設 備 の 能 力

所 貯 蔵 設 備 の 構 造

事 業 開 始 の 予 定 年 月 日

現 に 営 ん で い る 他 の 事 業
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（第２面）

営 業 所 の 名 称 及 び 所 在 地

営 業 所 の 名 称 及 び 所 在 地

営 業 所 の 名 称 及 び 所 在 地

貯 名 称 及 び 所 在 地

蔵 貯 蔵 設 備 の 能 力

所 貯 蔵 設 備 の 構 造

貯 名 称 及 び 所 在 地

蔵 貯 蔵 設 備 の 能 力

所 貯 蔵 設 備 の 構 造

貯 名 称 及 び 所 在 地

蔵 貯 蔵 設 備 の 能 力

所 貯 蔵 設 備 の 構 造
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アルコール受払簿
種類・度数： ， 度 （ ）

受 入 払 出
年 月 日 在庫数量 備 考

数量 数量
摘 要 摘 要 （リットル）

（リットル） （リットル）

月 計

累 計
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様式第32（第29条第１項関係）

２０ 年 月 日

中国経済産業局長 殿

（郵便番号 - ）

報告者 住所

電話番号 （ ）

商号、名称又は氏名

（許可番号 ２ － ６ － ）

法人の代表者の住所及び氏名

法定代理人の住所及び氏名、

商号又は名称

アルコール販売業務報告書

アルコール事業法第25条において準用する同法第９条第２項の規定により、次のとおり報告します。

２０ 年度アルコール受払
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様式第32（第29条第１項関係）

２ ０ 年度アルコール受払

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － －

（２）度数 ９ 度

（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 （１：発酵 ２：合成）

前年度から 増 減 翌年度へ

繰 越 数 量 数 量 繰 越
摘 要 摘 要

(ﾘｯﾄﾙ) コード (ﾘｯﾄﾙ) コード (ﾘｯﾄﾙ) (ﾘｯﾄﾙ)

合 計 合 計
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様式第33（第29条第１項関係）

アルコール譲受け一覧表

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － －

（２）度数 ９ 度

（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 （１：発酵 ２：合成）

引渡人の氏名又は名称 許 可 番 号 受入数量(リットル) 摘 要

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

合 計
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様式第34（第29条第１項関係）

アルコール譲渡一覧表

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － －

（２）度数 ９ 度

（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 （１：発酵 ２：合成）

受取人の氏名又は名称
許 可 番 号 譲渡数量(リットル) 摘 要

及 び 移 出 先 の 名 称

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

合 計
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様式第３９（第３０条関係）
年 月 日

中国経済産業局長 殿

（郵便番号 ）

申請者 住所

電話番号（ ）

商号、名称又は氏名

（許可番号 － － ）

法人の代表者の住所及び氏名

アルコール販売事業許可事項変更許可申請書

アルコール事業法第２５条において準用する同法第８条第１項の規定により変更の許可を受け
たいので、次のとおり申請します。

変 更 事 項

営業所又は貯蔵所の名称及び

所在地

変 更 前

変 更 後

変 更 予 定 年 月 日 年 月 日

変 更 の 理 由



- 61 -

様式第４０（第３０条関係）
年 月 日

中国経済産業局長 殿

（郵便番号 ）

届出者 住所

電話番号（ ）

商号、名称又は氏名

（許可番号 － － ）

法人の代表者の住所及び氏名

アルコール販売事業許可事項変更届出書

アルコール事業法第２５条において準用する同法第８条第２項の規定により、次のとおり届け
出ます。

変 更 事 項

営業所又は貯蔵所の名称及び

所在地

変 更 前

変 更 後

変 更 （ 予 定 ） 年 月 日 年 月 日

変 更 の 理 由
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様式第４１（第３０条関係）
年 月 日

中国経済産業局長 殿

（郵便番号 ）

報告者 住所

電話番号（ ）

商号、名称又は氏名

（許可番号 － － ）

法人の代表者の住所及び氏名

亡失（盗難）報告書

亡失（盗難）ついて、アルコール事業法第２５条において準用する同法第９条第３項の規定に
より、次のとおり報告します。

アルコールの度数、発酵
ア ル コ ー ル 又 は 合 成
アルコールの別及び数量

事実の生じた日時及び場所

事 実 の 生 じ た 当 時 に

お け る 管 理 の 状 況

原 因

事 実 を 知 っ た 日 年 月 日

事 実 を 知 っ た 後 に

採 ら れ た 措 置
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様式第42（第30条関係）

年 月 日

中国経済産業局長 殿

（郵便番号 ）

届出者 住所

電話番号（ ）

商号、名称又は氏名

法人の代表者の住所及び氏名

アルコール販売事業廃止届出書

アルコール販売事業を廃止しましたので、アルコール事業法第25条において準用する同法第11条
第１項の規定により、次のとおり届け出ます。

事 業 を 廃 止 し た 年 月 日

許 可 年 月 日 及 び 許 可 番 号

事 業 を 廃 止 し た 理 由

備考 当該年度の廃止の日までにおける様式第46による報告書並びに様式第47による一覧表を
添えること。また、この届出書を提出する時点において廃止の日を含む年度の前年度に
係る第29条の規定による定期の報告を終えていない場合には、当該報告も併せて行うこ
と。
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様式第３５（第30条関係）

年 月 日

中国経済産業局長 殿

（郵便番号 ）

届出者 住所

電話番号（ ）

商号、名称又は氏名

（許可番号 － － ）

法人の代表者の住所及び氏名

アルコール販売事業承継届出書

アルコール販売事業者の地位を承継しましたので、アルコール事業法第25条において準用する
同法第７条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。

承 継 年 月 日

被承継者の住所及び
商号、名称又は氏名

被承継者が法人にあっては、
その代表者の住所及び氏名

被承継者の許可年月日
及 び 許 可 番 号

承継者の許可年月日
及 び 許 可 番 号

承 継 の 原 因

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
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様式第３６（第30条関係）

年 月 日

中国経済産業局長 殿

譲り渡した者 （郵便番号 ）
住所

商号、名称又は氏名

法人の代表者の住所及び氏名

譲り受けた者 （郵便番号 ）
住所

商号、名称又は氏名

法人の代表者の住所及び氏名

アルコール販売事業譲渡証明書

次のとおりアルコール販売事業者の事業の全部の譲渡しがありましたことを証明します。

譲り渡した者の許可年月日
及 び 許 可 番 号

譲 渡 し の 年 月 日

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。



- 66 -

様式第３７（第30条関係） （第一面）

年 月 日

中国経済産業局長 殿

証明者 （郵便番号 ）

住所

氏名

アルコール販売事業者選定証明書

次のとおりアルコール販売事業者を承継すべき相続人を選定したことを証明します。

相 続 年 月 日

選定された者の住所及び氏名

被相続人の住所及び氏名

被相続人の許可年月日
及 び 許 可 番 号

備考 １ 証明者は、アルコール販売事業者の地位を承継する者として選定された者以外の
相続人全員とし、第１面の「証明者住所、氏名」には、証明者のうちの１人につい
て記載し、他の証明者の住所及び氏名は第２面に記載すること。記載しきれないと
きは、この様式の第２面の例により作成し た書面に記載して添付すること。

２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
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（第二面）

証明者

住 所 氏 名 印
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様式第３８（第30条関係）
年 月 日

中国経済産業局長 殿

証明者 （郵便番号 ）
住所

氏名

証明者 （郵便番号 ）
住所

氏名

アルコール販売事業者相続証明書

次のとおりアルコール販売事業者について相続がありましたことを証明します。

相 続 年 月 日

アルコール販売事業者の地位
を承継した者の住所及び氏名

被相続人の住所及び氏名

被相続人の許可年月日
及 び 許 可 番 号

備考 １ 証明者は、２人とすること
２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
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様式第３８の２（第30条関係）
年 月 日

中国経済産業局長 殿

被承継者 （郵便番号 ）
住所

商号、名称又は氏名

法人の代表者の住所及び氏名

承 継 者 （郵便番号 ）
住所

商号、名称又は氏名

法人の代表者の住所及び氏名

アルコール販売事業承継証明書

次のとおり分割によってアルコール販売事業者の事業の全部の承継がありましたことを証明しま
す。

被承継者の許可年月日
及 び 許 可 番 号

承 継 の 年 月 日

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
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誓 約 書

年 月 日

中国経済産業局長 殿

申請者

氏名又は名称

代表者の氏名

代表者の住所

業務を執行する役員の氏名

住所

当社（私）はアルコール事業法第２５条において準用するアルコール事業法第５条各号に

該当しない者であることを誓約します。



- 71 -

年 月 日

中国経済産業局長 殿

（郵便番号 ）

届出者 住所

電話番号 （ ）

商号、名称又は氏名

（許可番号 ）

法人の代表者の住所及び氏名

法定代理人の住所及び氏名、

商号又は名称

アルコール廃棄処分届出書

アルコールを廃棄処分したいので、許可の条件により、次のとおり届け出ます。

アルコールを廃棄しようと
する営業所又は貯蔵所の名
称及び整理番号

廃棄処分するアルコールの
度数及び発酵アルコール又
は合成アルコールの別

廃棄処分するアルコールの
数量

廃棄処分する予定年月日

廃棄処分する理由

廃棄処分の方法
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様式第32（第29条第１項関係）

２０ 年 月 日

中国経済産業局長 殿

（郵便番号 - ）

報告者 住所

電話番号 （ ）

商号、名称又は氏名

（許可番号 ２ － ６ － ）

法人の代表者の住所及び氏名

法定代理人の住所及び氏名、

商号又は名称

アルコール販売業務報告書

アルコール事業法第25条において準用する同法第９条第２項の規定により、次のとおり報告します。

２０ 年度アルコール受払

１．購入・販売実績なし（在庫なし）

２．購入・販売実績なし（在庫あり） ：下記のとおり

３．購入・販売実績あり ：下記のとおり

貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所名 度 数 種 別 度 数 種 別 度 数 種 別 度 数 種 別

(1) 発酵・合成 発酵・合成 発酵・合成 発酵・合成

(2) 発酵・合成 発酵・合成 発酵・合成 発酵・合成

(3) 発酵・合成 発酵・合成 発酵・合成 発酵・合成

(4) 発酵・合成 発酵・合成 発酵・合成 発酵・合成

(5) 発酵・合成 発酵・合成 発酵・合成 発酵・合成

(6) 発酵・合成 発酵・合成 発酵・合成 発酵・合成
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様式第32（第29条第１項関係）

２ ０ 年度アルコール受払

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － － 名称（ ）

（２）度数 ９ 度

（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 （１：発酵 ２：合成）

前年度から 増 減 翌年度へ

繰 越 数 量 数 量 繰 越
摘 要 摘 要

(ﾘｯﾄﾙ) コード (ﾘｯﾄﾙ) コード (ﾘｯﾄﾙ) (ﾘｯﾄﾙ)

合 計 合 計
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様式第33（第29条第１項関係）

アルコール譲受け一覧表

（１）貯蔵所又は主たる事務所若しくは営業所の名称 ２ － ６ － －

名称（ ）

（２）度数 ９ 度

（３）発酵アルコール又は合成アルコールの別 （１：発酵 ２：合成）

引渡人の氏名又は名称 許 可 番 号 受入数量(リットル) 摘 要

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

合 計
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【関連ホームページ】

★「アルコール販売事業の手引き（経済産業省作成）」の最新版
★許可事業者名簿の閲覧
★各種様式の電子媒体が必要な方

経済産業省ＨＰ http://www.meti.go.jp/policy/alcohol/index.html

★協会団体規格JAAS001:2012「エタノール」の詳細

一般社団法人アルコール協会 http://www.alcohol.jp/

★法定帳簿（アルコール使用簿）等各種様式の電子媒体が必要な方

中国経済産業局 http://www.chugoku.meti.go.jp/policy/alcohol/alcohol_top.html
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【お問い合わせ窓口】

経済産業省
◇製造産業局 化学課アルコール室

〒100-8901 東京都千代田区霞が関１丁目３番１号
TEL:03(3580)5651 FAX:03(3580)5650

経済産業局
◇北海道経済産業局 産業部産業振興課アルコール室

〒060-0808 北海道札幌市北区北8条西2丁目1－1（札幌第1合同庁舎内）
TEL:011(709)1797 FAX:011(709)2566

◇東北経済産業局 産業部産業振興課アルコール室
〒980-8403 宮城県仙台市青葉区本町3－3－1
TEL:022(221)4909 FAX:022(215)9463

◇関東経済産業局 産業部産業振興課アルコール室
〒330-9715 埼玉県さいたま市中央区新都心1－1（さいたま新都心合同庁舎1号館内）
TEL:048(600)0399 FAX:048(601)1296

◇中部経済産業局 産業部産業振興課アルコール室
〒460-8510 愛知県名古屋市中区三の丸2－5－2
TEL:052(951)2785 FAX:052(951)0977

◇近畿経済産業局 産業部産業課アルコール室
〒540-8535 大阪府大阪市中央区大手前1－5－44（大阪合同庁舎1号館内）
TEL:06(6966)6029 FAX:06(6966)6086

◇中国経済産業局 産業部産業振興課アルコール室
〒730-8531 広島県広島市中区上八丁堀6－30（広島合同庁舎2号館内）
TEL:082(224)5681 FAX:082(224)5642

◇四国経済産業局 産業部産業振興課アルコール室
〒760-8512 香川県高松市サンポート3番33号高松サンポート合同庁舎
TEL:087(811)8528 FAX:087(811)8556

◇九州経済産業局 産業部産業課アルコール室
〒812-8546 福岡県福岡市博多区博多駅東2－11－1（福岡合同庁舎内）
TEL:092(482)5483 FAX:092(482)5388

◇内閣府沖縄総合事務局経済産業部環境資源課アルコール係
〒900-0006 沖縄県那覇市おもろまち2－1－1（那覇第2地方合同庁舎2号館）
TEL:098(866)1757 FAX:098(860)3710

関連団体等
◇日本アルコール産業株式会社

〒103-0024 東京都中央区日本橋小舟町６－６ 小倉ビル６階
TEL:03(5641)5255 FAX:03(5641)5256

◇一般社団法人アルコール協会
〒104-0061 東京都中央区銀座１丁目１８番６号 井門銀座一丁目ビル２階
TEL:03(6228)8821 FAX:03(3564)4288

◇全国アルコール販売業協会
〒273-0017 千葉県船橋市西浦２－１１－１ 日本アルコール㈱船橋事業所内
TEL:047(410)0507 FAX:047(410)0508


